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Ⅰ．法人の概要 
 

1 基本情報 
 
（1）法人の名称 
   学校法人愛知学院  

 

（2）所在地等 
・日進キャンパス 

愛知県日進市岩崎町阿良池 12 

TEL:0561-73-1111㈹ FAX:0561-73-5889 

   

・名城公園キャンパス 

愛知県名古屋市北区名城 3-1-1 

TEL:052-911-1011㈹ FAX:052-325-2100 

 

・楠元キャンパス 

愛知県名古屋市千種区楠元町 1-100 

TEL:052-751-2561㈹ FAX:052-761-2768 

 

・末盛キャンパス 

愛知県名古屋市千種区末盛通 2-11 

TEL:052-759-2111㈹ FAX:052-764-2156 

 

・光ヶ丘キャンパス 

愛知県名古屋市千種区光が丘 2-11-41 

TEL:052-721-1521㈹ FAX:052-723-2254 

 

  （3）設置する学校等のホームページアドレス 
  ・学校法人愛知学院 

https://www.aichi-gakuin.jp/ 

  ・愛知学院大学 

    https://www.agu.ac.jp/ 

  ・愛知学院大学短期大学部 

    https://tandai.agu.ac.jp/ 

  ・愛知学院大学歯科技工専門学校 

    https://gikou.agu.ac.jp/ 

  ・愛知高等学校 

    https://www.aichi-h.ed.jp/hs/ 

  ・愛知中学校 

    https://www.aichi-h.ed.jp/jh/  
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2 建学の精神 
 

「行学一体」「報恩感謝」 
愛知学院では 1876（明治 9）年の創立以来、「行学一体」「報恩感謝」を建学の精神として堅持してきた。

専門の理論と応用を教授・研究し、「知識の実践と人格の向上に努力」（行学一体）しつつ、「周囲との協働の

中で感謝の気持ちを忘れない」（報恩感謝）生活のできる社会人を育成し、広く社会に貢献して、人類の福祉

と文化の発展に貢献する人材の育成を教育理念としている。 

学校における学びは、単に知識・技術を修得するのみならず、学問を通して人格の向上と知性を磨く意義

も含まれている。日本人は、自らの道を求め続ける努力が、知識を深め技術を磨くのみならず、人としての完

成に繋がると考えてきた。その思想は、実学と精神性が融合した「自己教育力」と言ってもよい。混迷の現代

であればこそ、知ることで満足せず、学びによって心を磨くという、古の日本人が大切にしてきた伝統が「行学

一体・報恩感謝」には脈々と継承されている。 

本学の教育の本質は、自主性と自律性を育み、社会における多様性を認める寛容な心を持って勉学に精

励し、「自己の完成」を目指す点にある。「真理を求め続ける」禅の教えを基盤とした人間力の向上を目標とし

た教育により、受動的学習から脱皮して主体的な学びに向かい、学問の楽しさに気づくとともに、自分の可能

性に挑戦し続けるのが本学の教育の特徴である。換言するなら、「自分の可能性に挑戦し、協働の場で主体

的に活躍できる人材の育成」ということができる。 

専門分野の知識・技術の修得のみにとどまらず、人格の高揚に努めつつ周囲への感謝の心を忘れず、共に

よりよい社会の実現に尽力できる人となる教育を実践してきたことは、多くの優れた人材を輩出してきた歴史

が実証している。 

また時代を超えた普遍性を持つ本学の「建学の精神」は、現代においてはクロスオーバー教育の実践を通

して、互いに教えあい学びあう姿勢を養い、指導力、協調性、創造力、国際性を身に着け、豊かな人間性と暖

かな心を持ち続ける人間教育を実現している。自分の目で見て、広い視野でお互いの理解を深めることに努

力しつつ、自己を正しく主張する論理的思考能力の修得が今日必要であり、自ら学び続けなければ、刻々と

移り変わる社会状況に的確に対応することは困難である。社会人としての基礎を築くために、生涯の中でも

特に貴重な時間を、本学の充実した教育課程で形成してもらいたいと願っている。 

知識・技術を学びつつ、同時に人格を高めて、学びを実行に移すことのできる人となり、さらに今の自分を

正しく捉えて、協働の中で感謝と慈しみの心を忘れない人となる「建学の精神」は、偏狭な思想に囚われるこ

となく、公平公正な立場で学識を深めつつ、自主性と自律性を尊重し、自分で常に考えることを示している。

社会には多様な価値観が混在しているからこそ、「世界の多様性を知り、お互いを認め合う」寛容な心を持つ

ことが必要である。大学教育で修得した学問は、社会で実地に役立ってこそ真価を発揮する。探求心を持ち

続け、傲慢にならず、広く多様性を認める心を持ち続ける人間教育こそが本学における教育の目標である。 

 仏教の教えの根本は、人間としての真の在り方を追求する積極的な生き方にある。「人は錬磨によりて A

E仁 E

ひ と

Aとなる」という道元禅師のことばに示されるように、絶えず自らを省みて心を磨き、研鑽を積みつつ、人の

痛みや社会の問題を敏感に感じとり、寛容で慈しみ深い心を大切にして、社会で活躍する人材を育成するの

が本学における人間教育であり、その理念は「建学の精神」により支えられているのである。 
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3　学校法人の沿革
年号 年 西暦 概 要

明治 ９ １８７６ 名古屋市中区大須門前町大光院内に曹洞宗専門学支校として開設

２３ １８９０ 曹洞宗小学林に改称

２９ １８９６ 曹洞宗第八中学林と改称

３２ １８９９ 愛知中学林と改称

３５ １９０２ 私立曹洞宗第三中学林（５年制）と改称

大正 ９ １９２０ 曹洞宗第三中学林と改称

１４ １９２５ 愛知中学校設置

昭和 ２２ １９４７ 新制愛知中学校設置

２３ １９４８ 愛知学院と総称

新制愛知高等学校設置

２５ １９５０ 愛知学院短期大学　商科第一部・第二部設置

２６ １９５１ 愛知学院短期大学　文科（宗教教育専攻第二部）増設

２８ １９５３ 愛知学院大学設立

愛知学院大学　商学部商学科設置

２９ １９５４ 愛知学院短期大学　商科第一部・第二部廃止

３０ １９５５ 学校法人曹洞宗興学教団を学校法人愛知学院に改称

３２ １９５７ 愛知学院大学　法学部法律学科増設

３６ １９６１ 愛知学院大学　歯学部歯学科増設

３７ １９６２ 愛知学院大学　商学部経営学科増設

愛知学院大学　歯科技工士学校設置

３９ １９６４ 愛知学院大学　大学院商学研究科（商学専攻）修士課程設置

愛知学院大学　法学研究科（私法学専攻）修士課程設置

４１ １９６６ 愛知学院大学　大学院商学研究科（商学専攻）博士課程設置

愛知学院大学　法学研究科（私法学専攻）博士課程設置

４２ １９６７ 愛知学院大学　歯科技工士学校専修科増設

４３ １９６８ 愛知学院大学　大学院歯学研究科博士課程増設

愛知学院大学　歯科衛生士学院設置

４５ １９７０ 愛知学院大学　文学部宗教学科・心理学科増設

４９ １９７４ 愛知県愛知郡日進町（現日進市）に大学移転

愛知学院大学　文学部歴史学科増設

愛知学院大学　大学院文学研究科（宗教学仏教学専攻・心理学専攻）修士課程増設

５１ １９７６ 愛知学院大学　大学院文学研究科（宗教学仏教学専攻・心理学専攻）博士課程増設

５２ １９７７ 愛知学院大学　歯科技工士学校を愛知学院大学歯科技工専門学校と改称

愛知学院大学　歯科衛生士学院を愛知学院大学歯科衛生専門学校と改称

５３ １９７８ 愛知学院大学　大学院文学研究科（歴史学専攻）修士課程増設

５５ １９８０ 愛知学院大学　大学院文学研究科（歴史学専攻）博士課程増設

６１ １９８６ 愛知学院大学　文学部国際文化学科増設

６３ １９８８ 愛知学院大学　文学部日本文化学科増設

平成 ２ １９９０ 愛知学院大学　商学部経営学科を経営学部経営学科に改組

愛知学院大学　大学院文学研究科（英語圏文化専攻）修士課程増設

愛知学院大学　大学院法学研究科（私法学専攻）を（法律学専攻）に変更

３ １９９１ 愛知学院大学　留学生別科設置

４ １９９２ 愛知学院大学　大学院文学研究科（英語圏文化専攻）博士課程増設

愛知学院大学　大学院文学研究科（日本文化専攻）修士課程増設

愛知学院短期大学　英語科を増設

５ １９９３ 愛知学院大学　大学院経営学研究科（経営学専攻）修士課程増設

６ １９９４ 愛知学院大学　大学院文学研究科（日本文化専攻）博士課程増設

愛知学院大学　大学院経営学研究科（経営学専攻）博士課程増設
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年号 年 西暦 概　　　　　要

平成 １０ １９９８ 愛知学院大学　情報社会政策学部情報社会政策学科増設

１１ １９９９ 愛知学院短期大学を愛知学院大学短期大学部と改称

愛知学院短期大学　英語科を英語コミュニケーション学科と改称

１３ ２００１ 愛知学院大学　商学部産業情報学科を増設

愛知学院大学　経営学部国際経営学科を増設

愛知学院大学短期大学部　文科を人間文化学科と改称　

１４ ２００２ 愛知学院大学　法学部現代社会法学科増設

愛知学院大学　大学院総合政策研究科（総合政策専攻）博士課程（前期・後期）増設

１５ ２００３ 愛知学院大学　文学部心理学科を心身科学部心理学科に改組

栄サテライトセンター開設

１６ ２００４ 愛知学院大学　心身科学部健康科学科増設

愛知中学校　男女共学開始

１７ ２００５ 愛知学院大学　薬学部医療薬学科設置

愛知学院大学　大学院法務研究科法務専攻専門職学位課程設置

愛知高等学校　男女共学開始

１８ ２００６ 愛知学院大学　薬学部医療薬学科を６年制に移行

愛知学院大学　情報社会政策学部情報社会政策学科を総合政策学部総合政策学科と改称

愛知学院大学短期大学部　歯科衛生学科を増設

愛知学院大学　大学院文学研究科心理学専攻を心身科学研究科心理学専攻に改組

愛知学院大学短期大学部　人間文化学科を廃止

１９ ２００７ 愛知学院大学　文学部グローバル英語学科を増設

愛知学院大学　商学部産業情報学科をビジネス情報学科と改称

愛知学院大学　経営学部国際経営学科を現代企業学科と改称

愛知学院大学歯科衛生専門学校を廃止

２０ ２００８ 愛知学院大学　心身科学部健康栄養学科を増設

愛知学院大学　文学部宗教学科を宗教文化学科と改称

愛知学院大学　大学院心身科学研究科（健康科学専攻）修士課程増設

愛知学院大学短期大学部　英語コミュニケーション学科を廃止

２１ ２００９ 愛知学院大学　大学院薬科学研究科（薬科学専攻）修士課程増設

愛知学院大学短期大学部　専攻科（口腔保健学専攻）設置

２２ ２０１０ 愛知学院大学　大学院心身科学研究科（健康科学専攻）博士課程増設

２４ ２０１２ 愛知学院大学　大学院薬学研究科（医療薬学専攻）博士課程増設

２５ ２０１３ 愛知学院大学　経済学部経済学科を増設

愛知学院大学　商学部ビジネス情報学科募集停止

愛知学院大学　経営学部現代企業学科募集停止

２６ ２０１４ 愛知学院大学　名城公園キャンパス開設

２７ ２０１５ 愛知学院大学　文学部国際文化学科を英語英米文化学科と改称

愛知学院大学　大学院薬科学研究科薬科学専攻修士課程を廃止

２９ ２０１７ 愛知学院大学　大学院経済学研究科（経済学専攻）修士課程増設

愛知学院大学　留学生別科募集停止

愛知学院大学　大学院法務研究科法務専攻を廃止

３０ ２０１８ 愛知学院大学　商学部ビジネス情報学科を廃止

３１ ２０１９ 愛知学院大学　経営学部現代企業学科を廃止

令和 ４ ２０２２ 愛知学院大学　心身科学部心理学科募集停止

愛知学院大学　心理学部心理学科増設

５ ２０２３ 愛知学院大学　心身科学部を健康科学部と改称

６ ２０２４ 愛知学院大学　大学院総合政策研究科総合政策専攻博士課程後期募集停止

７ ２０２５ 愛知学院大学短期大学部　歯科衛生学科男女共学開始
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（2025年5月1日現在）

法 人 の
名 称

事務所の
所在地

備考　（開設年度）

宗教文化学科 1970(昭和45)年度

歴史学科 1974(昭和49)年度

英語英米文化学科 1986(昭和61)年度

日本文化学科 1988(昭和63)年度

グローバル英語学科 2007(平成19)年度

商学科 1953(昭和28)年度

経営学科 1990(平成２)年度

経済学科 2013(平成25)年度

法律学科 1957(昭和32)年度

現代社会法学科 2002(平成14)年度

総合政策学科 1998(平成10)年度

健康科学科 2004(平成16)年度

健康栄養学科 2008(平成20)年度

心理学科 2003(平成15)年度(2021年度募集停止)

心理学科

歯学科

医療薬学科

宗教学仏教学専攻

歴史学専攻

英語圏文化専攻

日本文化専攻

心理学専攻

健康科学専攻

商学専攻

経営学専攻

経済学専攻

法律学専攻

総合政策専攻

宗教学仏教学専攻

歴史学専攻

英語圏文化専攻

日本文化専攻

心理学専攻

健康科学専攻

商学専攻

経営学専攻

法律学専攻

2022(令和４)年度

1961(昭和36)年度

2005(平成17)年度

1991(平成３)年度

1974(昭和49)年度

1978(昭和53)年度

1990(平成２)年度

1992(平成４)年度

2006(平成18)年度

2008(平成20)年度

1964(昭和39)年度

1993(平成５)年度

2017(平成29)年度

1964(昭和39)年度

2002(平成14)年度

1976(昭和51)年度

1980(昭和55)年度

1992(平成４)年度

1994(平成６)年度

2006(平成18)年度

2010(平成22)年度

1966(昭和41)年度

1994(平成６)年度

1966(昭和41)年度

総合政策専攻 2002(平成14)年度(2024年度募集停止)

医療薬学専攻

歯科基礎系・歯科臨床系

口腔保健学専攻

歯科技工士科　専修科

歯科技工士科　本科

普通科

2012(平成24)年度

1968(昭和43)年度

2006(平成18)年度

2009(平成21)年度

1967(昭和42)年度

1962(昭和37)年度

1948(昭和23)年度

1947(昭和22)年度

（博士課程）

（博士課程後期）

4　設置する学校・学部・学科等

学校法人　愛　知　学　院 名古屋市千種区楠元町１丁目100番地

学　校　名 学部・学科・課程名

商学研究科

経営学研究科

法学研究科

総合政策研究科

歯学研究科

薬学研究科

文学研究科

心身科学研究科

商学部

愛知学院大学 文学部

愛知学院大学大学院（博士課程前期） 文学研究科

心身科学部

薬学部

留学生別科

法学研究科

総合政策研究科

経済学研究科

心身科学研究科

商学研究科

経済学部

経営学研究科

心理学部

健康科学部

愛知中学校

歯科衛生学科

専攻科

医療専門課程

愛知学院大学短期大学部

愛知学院大学歯科技工専門学校

愛知高等学校 全日制課程

経営学部

法学部

総合政策学部

歯学部
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学　校　名

愛 知 学 院 大 学 大 学 院
（ 博 士 課 程 ）

医療薬学専攻 3 人 3 人 ― 12 人 9 人

歯科基礎系・
歯科臨床系

18 人 22 人 ― 72 人 81 人

（ 博 士 課 程 後 期 ） 宗教学仏教学専攻 4 人 0 人 ― 12 人 1 人

歴史学専攻 5 人 2 人 ― 15 人 3 人

英語圏文化専攻 5 人 0 人 ― 15 人 1 人

日本文化専攻 5 人 0 人 ― 15 人 0 人

心理学専攻 4 人 0 人 ― 12 人 2 人

健康科学専攻 4 人 0 人 ― 12 人 9 人

商学専攻 5 人 0 人 ― 15 人 1 人

経営学専攻 5 人 1 人 ― 15 人 1 人

法律学専攻 2 人 0 人 ― 6 人 0 人

総合政策専攻 ― 人 ― 人 ― ― 人 0 人

（ 博 士 課 程 前 期 ） 宗教学仏教学専攻 10 人 1 人 ― 20 人 5 人

歴史学専攻 10 人 9 人 ― 20 人 10 人

英語圏文化専攻 10 人 3 人 ― 20 人 6 人

日本文化専攻 10 人 2 人 ― 20 人 4 人

心理学専攻 20 人 10 人 ― 40 人 24 人

健康科学専攻 10 人 1 人 ― 20 人 5 人

商学専攻 10 人 4 人 ― 20 人 5 人

経営学専攻 10 人 3 人 ― 20 人 4 人

経済学専攻 7 人 3 人 ― 14 人 3 人

法律学専攻 15 人 11 人 ― 30 人 25 人

総合政策専攻 6 人 0 人 ― 12 人 3 人

法学研究科

経済学研究科

心身科学研究科

経営学研究科

学生数

総合政策研究科

入学者数

(2025年5月1日現在）

入学定員学部・学科・課程名

薬学研究科

商学研究科

歯学研究科

文学研究科

5　学校・学部・学科等の学生数の状況

経営学研究科

収容定員

文学研究科

総合政策研究科

心身科学研究科

編入学定員

法学研究科

商学研究科
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学　校　名

愛 知 学 院 大 学 宗教文化学科 70 人 76 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

285 人 332 人

歴史学科 130 人 144 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

525 人 554 人

英語英米文化学科 110 人 123 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

445 人 459 人

日本文化学科 110 人 127 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

445 人 468 人

グローバル英語学科 110 人 124 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

445 人 470 人

商学科 250 人 256 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

1,005 人 1,086 人

経営学科 290 人 304 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

1,165 人 1,258 人

経済学科 270 人 289 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

1,045 人 1,134 人

法学部 法律学科 190 人 183 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

765 人 788 人

現代社会法学科 105 人 121 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

425 人 484 人

総合政策学部 総合政策学科 210 人 224 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

845 人 900 人

健康科学科 180 人 205 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

725 人 776 人

健康栄養学科 80 人 83 人 ― 320 人 335 人

心理学科 ― 人 ― 人 ― 0 人 14 人

心理学科 160 人 179 人 ２年次
３年次

1
1

人
人

645 人 674 人

歯学科 125 人 112 人 若干名 ― 750 人 633 人

医療薬学科 145 人 165 人 若干
名

― 870 人 885 人

愛 知 学 院 大 学 短 期 大 学 部 100 人 104 人 ― 300 人 321 人

10 人 10 人 10 人 10 人

専修科 20 人 3 人 ― 40 人 3 人

本科 35 人 14 人 ― 70 人 21 人

愛 知 高 等 学 校 普通科 560 人 564 人 ― 1,680 人 1,587 人

愛 知 中 学 校 160 人 273 人 ― 480 人 610 人

6　収容定員充足率 (毎年度5月1日現在）

2022年度

１．０３倍

１．０５倍

０．３９倍

１．０４倍

１．１５倍愛 知 中 学 校

０．９４倍

１．２７倍

2021年度

１．００倍

１．０４倍

０．３３倍

１．０７倍

１．１７倍

０．９５倍

心理学部
※2022年度開設

１．０５倍

2023年度

１．０１倍

１．０５倍

学　校　名

１．０１倍

１．０９倍

愛 知 高 等 学 校

１．０５倍

愛知学院大学歯科技工専門学校

文学部

商学部

薬学部

０．２０倍

歯学部

経済学部

専攻科

学部・学科・課程名 入学定員 編入学定員

心身科学部
※2022年度より学生募集停止

経営学部

健康科学部
※2023年度より心身科学部から名
称変更

収容定員入学者数

2025年度2024年度

歯科衛生学科

医療専門課程

学生数

全日制課程

１．０５倍

１．０７倍

０．２２倍

愛 知 学 院 大 学
（ 学 部 の み ）

愛 知 学 院 大 学 短 期 大 学 部

愛知学院大学歯科技工専門学校 ０．３６倍

１．０２倍
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7　役員の概要
(2026年3月31日現在)

区分・定数 就任年月日 現職等 常勤・非常勤の別 業務執行・非業務執行の別 寄附行為

2024/10/29 愛知学院理事長 常勤 非業務執行 8-1-3

2009/4/1 愛知学院理事長代理 常勤 業務執行 8-1-4

2024/4/1
愛知学院大学学長

愛知学院大学短期大学部学長
愛知学院大学歯科技工専門学校校長

常勤 業務執行 8-1-1

2020/1/1
愛知学院法人本部長
愛知学院施設局長

常勤 業務執行 8-1-2

2025/4/1
愛知学院大学副学長
愛知学院大学教務部長

常勤 業務執行 8-1-2

2025/4/1
愛知学院大学副学長
愛知学院大学学生部長

常勤 業務執行 8-1-2

2020/4/1 愛知学院大学事務局長 常勤 業務執行 8-1-2

2024/4/1 愛知学院総務局長 常勤 業務執行 8-1-2

2024/4/1 愛知学院財務局長 常勤 業務執行 8-1-2

2022/10/26
曹洞宗宗議会議員

外部理事
非常勤 非業務執行 8-1-3

2024/10/29
曹洞宗宗議会議員

外部理事
非常勤 非業務執行 8-1-3

2018/1/1
元ジェイアールセントラルビル株式会社

 代表取締役社長
外部理事

非常勤 非業務執行 8-1-4

2019/4/1
愛知高等学校校長
愛知中学校校長

常勤 非業務執行 8-1-2

2025/4/1
愛知学院大学副学長

愛知学院大学キャリアセンター部長
常勤 非業務執行 8-1-2

2019/2/1
愛知学院常勤監事

公認会計士
常勤 25-1

2024/10/29 曹洞宗宗議会議員 非常勤 25-1

2022/11/17 曹洞宗宗議会議員 非常勤 25-1

氏 名

龍 谷 顯 孝

引 田 弘 道

理　事
・

定員11～15名
現員14名

松 浦 徹 應

佐 々 木 真

鈴 木 智 良

青 木 均

立 身 一 徳

木 村 文 輝

近 藤 充 広

福 嶋 隆 昭

日 下 照 方

田 中 淳 子

天 谷 昭 裕

金 丸 久 高

・役員の賠償責任保険契約の状況
本法人は、全役員を被保険者として、役員賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
第三者訴訟及び法人訴訟において発生する争訟費用及び法律上の損害賠償について、故意または重過失等、支払い

の対象とならない場合を除き補填することとしております。

金 岡 潔 宗

内 山 正 也

監　事
・

定員2～4名
現員3名

橋 本 秀 晃
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8　評議員の概要

定数 就任年月日 現職等 寄附行為

2018/4/1 曹洞宗宗議会議員 35-1-6

2025/6/17 曹洞宗宗議会議員 35-1-6

2025/6/17 曹洞宗宗議会議員 35-1-6

2025/6/17 元愛知県公立大学法人理事長 35-1-2

2025/6/17 元愛知学院大学副学長 35-1-2

2025/6/17 元愛知学院理事 35-1-2

2018/1/1 弁護士 35-1-5

2016/5/26 愛知学院楠交会会長 35-1-4

2025/6/17 愛知学院大学後援会会長 35-1-5

2024/5/28 愛知学院大学同窓会連絡協議会議長 35-1-3

2025/6/17 愛知高等学校PTA会長 35-1-5

2023/4/1
愛知学院大学学長補佐
薬学部長

35-1-1

2025/6/17 愛知学院大学法学部長 35-1-1

2024/4/1 愛知学院大学教養部長 35-1-1

2025/6/17 愛知中学校教務部長 35-1-1

2020/4/1 楠元・末盛キャンパス事務局長 35-1-1

鷲 嶽 正 道

後 藤 俊 明

藤 村 信 隆

小 島 宗 彦

片 山 昌 佳

村 松 豊 久

宮 地 芳 弘

鮎 京 正 訓

青 山 稔

定員12～16名
現員16名

(2026年3月31日現在)

氏 名

平 岩 浩 文

石 垣 孝 浩

柴 田 軒 吾

田 島 隆 宣

安 池 修 之

中 津 範 明

鈴 木 伸 智
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9　会計監査人の概要

10　理事選任機関の概要
理事選任機関については、学校法人愛知学院寄付行為第七条に下記のとおり定めている。

（理事選任機関）
第七条 この法人の理事選任機関は、評議員会とする。
２ 理事選任機関の構成員は、全ての評議員とする。
３ 監事は、理事選任機関に対し必要な報告を行おうとするときは、理事長に対し、理事選任機関の
招集を請求することができる。この場合において、理事長は、理事選任機関を招集しなければならな
い。

名称 ： 有限責任監査法人トーマツ
就任 ： 2025年5月27日
責任免除に関する決議等、責任限定契約、補償契約及び役員賠償責任保険契約 ： 該当なし
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11　教職員の概要
（2025年５月１日現在）

愛知学院大学　大学院・大学

愛知学院大学短期大学部

愛知学院大学歯科技工専門学校 教員人数
人数

愛知高等学校

職員等人数

愛知中学校

https://www.agu.ac.jp/organ/

学部等名

専任教員数 非
常
勤
数

教授 准教授 講師 助教 計 内男 内女

13 4 0 47

年齢構成

助手61歳
以上

51歳～
60歳

41歳～
50歳

40歳
以下

12 10 6 1 8 82

0 82

健康科学部 17 8 3 1 29 15 14

34 13 18 18 7 4文学部 30

25

6 26

商学部 12 5 2 0 19 17 2

11 5 6 2 6 2心理学部 12 2 2 0 16

4 4 0 18

3 10 3 3 0

5 5 5 4 0 20

0 7

経済学部 12 3 4 0 19 15 4

18 0 3 4 7 4経営学部 10

46

0 24

総合政策学部 9 5 2 0 16 11 5

20 5 8 6 9 2法学部 20 5 0 0 25

8 15 7 46

4 5 5 2 0

23 41 40 32 0 278

4 37

歯学部 24 32 52 28 136 98 38

35 11 9 11 12 14薬学部 16

33

0 172

教職支援センター 2 0 0 0 2 2 0

47 10 18 16 13 10教養部 22 19 16 0 57

0 0 1 3

2 0 0 0 0

0 1 0 0 0 11

0 15

日本語教育センター 0 0 1 0 1 0 1

2 1 0 2 1 0社会連携センター 2

858

学部等名

専任教員数 非
常
勤
数

教授 准教授 講師 助教 計

325 109 111 131 114 78合　　計 188 104 105 37 434

内男 内女

年齢構成

助手61歳
以上

51歳～
60歳

41歳～
50歳

40歳
以下

18

1 15

講師 内男 内女

5 10 6 3 3 3

専任教員数 教員
愛知学院大学（大学院・大学）

歯科衛生学科 5 3 4 3 15

非
常
勤

数

24

助手

2 2 0 0 1 0 2

年齢構成
61歳
以上

51歳～
60歳

41歳～
50歳

4082 58 24 3 21 18

専任教員数

教諭 内男 内女
年齢構成

61歳
以上

51歳～
60歳

41歳～
50歳

40歳
以下

122
15

教諭 内男 内女
年齢構成

1530 20 10 2 6 7

61歳
以上

51歳～
60歳

41歳～
50歳

40歳
以下

専任教員数
406

人数

　愛知学院大学および愛知学院大学短期大学部の教員が有する学位および業績については、愛知学院大学
ホームページ「研究・産学官連携－各教員が有する学位及び業績」に掲載。

愛知学院大学短期大学部
愛知学院大学歯科技工専門学校
愛知高等学校
愛知中学校

総　　計

452
16
4
82
30

584

キャンパス名
楠元ｷｬﾝﾊﾟｽ
日進ｷｬﾝﾊﾟｽ
名城公園ｷｬﾝﾊﾟｽ
末盛ｷｬﾝﾊﾟｽ
光ヶ丘ｷｬﾝﾊﾟｽ

総　　計

106
133
30
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Ⅱ．事業の概要 
 

1 主な教育・研究の概要 
 

（1）目的 
①法人の目的 
教育基本法及び学校教育法に従い、仏教の教義並びに曹洞宗立宗の 精神に則り学校教育を行い、有

為な人材を育成することを目的とする。 

 

②大学院の目的 
本学の目的及び使命達成のため学部における教育の基礎の上に高度にして専門的な学術の理論及び

応用を研究教授し、その深奥を究めて、文化の創造・発展と人類の福祉に寄与し得る人材を養成すること

を目的とする。 

 

③大学の目的 
教育基本法及び学校教育法の規定に基づき、学問の独立を全うし、真理の探求と学理の応用に努め、

深く専門の学芸を教授研究し、その普及を図ることを目的とし、併せて本大学設立の趣旨である仏教精

神、とくに禅の教えを身につけた個性豊かにして教養高く、国家及び社会の形成者として有能な人材を育

成し、もって文化の創造発展と人類の福祉に貢献することを使命とする。 

 

④短期大学部の目的 
教育基本法及び学校教育法、歯科衛生士法の規定に基づき、社会構造の変化、歯科医療を取りまく環

境の変化に的確に対応できるための能力を養い、口腔の健康の向上ならびに維持増進に寄与できる実際

的な大学専門教育を授けることを目的とし、併せて愛知学院設立の趣旨である仏教主義、特に禅的教養

を身につけた人材を育成し広く文化の発展に寄与することを使命とする。 

 

⑤専門学校の目的 
教育基本法の精神に則り学校教育法および歯科技工士法に基づき、歯科技工士に必要な専門教育を

施すとともに、仏教主義、特に禅的教養を身につけた有用な人材を育成することを目的とする。 

 

⑥高等学校の目的 
曹洞宗の教義に則り仏教主義の教育をする。 

 

⑦中学校の目的 
宗教的情操の涵養による好ましき人間像の育成を目的とする。 

 

（2）3 つのポリシー 
①大学の 3 つのポリシー（大学全体） 

1）卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
愛知学院大学は、教育理念・目的を達成するために、学生に高い倫理観と豊かな人間性を備えること

を求め、以下の 5 つの能力 を適切に評価して、総合的な人間力を身につけていると判定した人に学

位を授与します。  
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・多様な価値観をもつ人々と積極的に意思疎通のできるコミュニケーション力を身につけている。  

・幅広い教養を身につけている。  

・社会の種々の課題を発見し、情報を収集して、論理的に分析・思考し、解決することができる。  

・各学部・学科が求める専門分野に関する高度な知識・技能を修得している。  

・愛知学院大学の建学の精神を修得している。 

 

2）教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
愛知学院大学では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた目標を達成するため

に、以下のような教育内容と方 法を取り入れた授業を実施し、教育評価を行います。  

 

【教育内容】  

・全学生に「宗教学」を開講し、建学の精神と豊かな人間性を涵養する。  

・到達目標を明確化した教育課程を、「教養科目」と「専門科目」の連携を図りながら体系的に編成

し、学位取得に必要な知識・技能を培う。  

【教育方法】  

・主体的・能動的な学修を促す教育方法を実施し、学生に学修成果の「振り返り」を奨励する。  

・履修単位の制限やコアカリキュラムを実施することにより学修時間を確保する。  

・サポート体制を活用して、学生が自発的に学修できる環境の充実に努める。  

・自ら問題を発見し、他者と協働できるよう、学内外の体験学修を推奨する。  

【教育評価】  

到達目標に応じた学修成果を多面的に評価する。 

 
3）入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
愛知学院大学では、学力と意欲の点で優れた人をできるだけ幅広く募り、公平かつ多様な方法で選

抜するという方針に基づき、 様々な入試形態を用意しています。 この受け入れ態勢のもと、卒業認定・

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）及び教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリ シー）に定

める教育を受けるのにふさわしい、以下に掲げる人を受け入れます。  

 

・愛知学院大学の建学の精神を理解できる人。  

・志望学部・学科の教育目標、教育内容をよく理解する人。  

・高等学校等の教育課程における基礎的な知識・技能と、それに基づく思考力・判断力・表現力を身に

つけている人。  

・主体性をもって多様な人々と協働できる能力を身につけている人。 

 
4）各研究科・学部等の 3 つのポリシー 
大学公式ウェブサイト（教育理念・各種方針） 

https://www.agu.ac.jp/guide/ideal/ 
 

②短期大学部の 3 つのポリシー（短期大学部全体） 
1）卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

愛知学院大学短期大学部は、本学の教育理念・目標を達成するために、学生に高い倫理観と豊かな

人間性を備えることを求め、以下の能力を適切に評価して、総合的な人間力を身につけていると判定し

た人に学位を授与します。 
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・建学の精神を基に多様な価値観を持つ人々と積極的に意思疎通のできるコミュニケーション力を身

につけている。 

・豊かな教養を身につけ、社会の様々な課題を発見し、情報を収集して、理論的に分析・思考し、解決

することができる。 

・短期大学部が求める専門分野に関する高度な知識・技能を修得している。 

 
2）教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
愛知学院大学短期大学部では、卒業認定・学位授与(DP)に掲げた目標を達成するために、以下のよ

うな教育内容と方法を取り入れた授業を実施し、教育評価を行います。 

 

【教育内容】 

・建学の精神と豊かな人間性を涵養し、社会で貢献できる医療人となるための科目を設置し、細やか

な個別指導を実施する。 

・到達目標を明確化した教育課程を、体系的に編成し、学位取得に必要な知識・技能を培う。 

【教育方法】 

・主体的・能動的な学修を促す教育方法を実施し、学生に学修成果の「振り返り」を奨励する。 

・コアカリキュラムを実施することにより学修時間を確保する。 

・サポート体制を活用して、学生が自発的に学修できる環境の充実に努める。 

・自ら問題を発見し、他者と協働できるよう、学内外の体験学修を推奨する。 

【教育評価】 

・GPA 制度を活用し、教育の点検・評価・改善を行う。 

・シラバスに定める到達目標に応じた学習成果を多面的に評価する。 

 
3）入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
愛知学院大学短期大学部では、学力と意欲の点で優れた人をできるだけ幅広く募り、公平かつ多様

な方法で選抜するという方針に基づき、様々な入試形態を用意しています。この受け入れ態勢のもと、

卒業認定・学位授与の方針(DP)及び教育課程編成・実施の方針(CP)に定める教育を受けるのにふさ

わしい、以下に掲げる人を受け入れます。 

・短期大学部の建学の精神を理解できる人 

・短期大学部の教育目標、教育内容をよく理解する人 

・高等学校等の教育課程における基礎的な知識・技能とそれに基づく思考力・表現力を身につけてい

る人 

・主体性をもって多様な人々と協働できる能力を身につけている人 

 

4）各学科・専攻科の 3 つのポリシー 
短期大学部公式ウェブサイト（基本方針 3 つのポリシー） 

https://tandai.agu.ac.jp/guide/policy/index.html 

 

③専門学校の 3 つのポリシー 
1）卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
本学学則に定められた所定の単位を修得し、教育の目標を達成することで理論に基づいた専門知識・

技術を身に付け、医療人としての自覚を持ち、主体的に医療に携わることができると判断された者に専門
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士(医療専門課程)の称号を授与します。 

 
2）教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
教育の理念に基づいた歯科技工士を養成するために、カリキュラムは歯科技工士学校養成所指定規則

に準拠させ、2014（平成 26）年に全国歯科技工士教育協議会が作成した歯科技工学教育モデル・コア・

カリキュラムの基本理念に則って、基礎分野、専門基礎分野および専門分野で編成します。 

また、歯学部をはじめとする愛知学院大学の各学部と歯学部附属病院の協力を得て教育内容の充実を

図ります。 

 
3）入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
本学の建学の精神、教育の理念および教育の目標を達成するために、十分な学力と高い目的意識があ

り、常に知識と技術の修得のために努力することができる人、将来、医療人として社会で必要とされる人

間性の豊かな人を求めています。 
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2 中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 

【学校法人愛知学院中長期計画】 

（1） 設置校の入学定員確保策

①各学校・学部における入学定員の充足を、引き続き、着実に進めた。

1）入試や広報等を通じた学生・生徒の募集戦略の強化を図った。

2）各学校定員数及び大学各学部定員数の充足に必要な学生確保策を状況に応じ戦略

的に見直しながら、必要な強化策を講じた。 

  3）教育の充実や質の向上、学生支援の充実等を進めることで、学生・生徒の本学院に対

する満足度を向上させ、入学定員の充足につなげた。 

②特に、歯学部の入学定員充足については、下記 2 点を進めた。

1）国家試験の合格率向上

2）成績優秀者の入学確保策（募集戦略の強化）

③少子化の進行に対応し、将来予測を踏まえた今後の入学定員確保策と、教育組織編制の

在り方の見直しを検討した。

（愛知学院大学） 
①募集戦略の強化

地方の受験生獲得の施策として、静岡県での広報活動を強化した。また、歯学部とともに関西、四

国、九州地区での高校訪問を実施した。

②定員数の学生確保策
大学の根幹である定員数の確保は、従来通り、入試センター主導の広報・募集活動において、本

学・学部（学科）の魅力、入試制度、学生生活等を的確に伝えることを主眼に置き、学部の協力の下

実施した

③将来予測を踏まえた今後の教育組織編成の在り方の見直し
本学のブランド力強化のひとつとして、学部・学科改組に向けた検討委員会を設け、検討を行った。

大学院研究科においては、経済学研究科と総合政策研究科が共同で将来構想の検討を進め、

2027年4月より経済学研究科内に「公共政策コース」を新設することが大学院委員会において承

認された。

④歯学部入学定員充足
総合医科歯学教育講座においては、共用試験、卒業試験、国家試験、さらに2025年度から新た

に実施した総合学力試験の成績分析を行い、その結果に基づいて各学年のカリキュラムを適切に

見直した。また、共用試験対策講義の新設など、教育改革を継続的に推進した。

ストレート合格率の向上が求められる中で、優秀な学生をいかに確保するかが重要な課題となっ

ている。その解決策として、2026年度入試より新たに「創立150周年記念愛知学院大学歯学部専

願特待生制度」を導入した。 

さらに歯学部独自の取組として、東海圏に加え、関西・九州・中国、北陸地域の高校を訪問し、進

路指導教員との連携強化を図った。併せて、本学の教育の特色、国家試験対策の取組、本学が育
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成を目指す歯科医師の社会的役割について説明し、理解促進に努めた。 

 

（愛知学院大学短期大学部） 
①定員数の学生確保策 

指定校推薦の学校の評定平均値および募集人員の見直しを図り、質の高い入学者の確保に努め

た。学力の質が担保され、かつ、入学定員を超える入学者を確保することができた。 

②募集戦略の強化 
入試センターからの助言とオープンキャンパス参加者・保護者へのアンケート結果を分析して、オー

プンキャンパスの内容ややホームページの更新を実施した。 

広告媒体及びホームページ、SNS 等のネットを通じた媒体で広く歯科医衛生士リカレント研修セ

ンターとともに、短期大学の PR 等を行った。 

また、歯科衛生士会との連携により広く診療所からの PR を依頼した。 

③学生・生徒の本学院への満足度の向上 
入学・卒業・登院式、教育課程の内容・方法、入学前教育、成績分布、各種アンケート結果、カリキュ

ラム、自己点検・評価報告書等の IR（インスティテューショナル・リサーチ）・キャリアサポート委員会

からの提案や情報提供をもとに、学生の教育の質と満足度の向上に向けた取組について検討した。 

④将来予測を踏まえた今後の教育組織編成の在り方の見直し 
助教 1 名を講師に、助手 1 名を助教に昇任させ、教員組織の年齢構成、職位構成のパランスを

図った。また、2027 年度からの教員組織の検討を開始した。 

 

（愛知学院大学歯科技工専門学校） 
①定員数の学生確保策、募集戦略の強化 

SNS（インスタグラム、LINE）を活用して本校の諸活動を紹介するとともにオープンキャンパスの

告知、参加促進を行うことで参加者数を伸ばした。オープンキャンパスでは、在校生を学生スタッフ

（学生アルバイト）として採用し、参加者および保護者と在校生とがコミュニケーションを図る機会を

設け、直に本校の魅力を感じられるような環境づくりをしている。さらに、保護者を対象に本校の特

徴（国家試験対策、臨床技工実習、多職種連携教育）および入学から歯科技工士免許取得までの

詳細について説明会を実施、様々な質問に答えることで出願につながる機会としている。女性を意

識した広報活動を行い、一定の効果が認められたものの、志願者全体の増加につながったとはい

えない。 

入試制度については、入試区分の見直しを行い、指定校推薦、一般推薦、AO 入試、一般入試の

4区分での入試制度を2027年度入試より開始する。また、地方入試を計画している浜松市、津市

へ出向き出張オープキャンパス（８月、３月）を実施した。さらに、北陸地方において地方入試を拡大

する構想であるため金沢市で高校訪問を行った。 

②学生・生徒の本学院への満足度の向上 
奨学金制度をさらに充実させるため、2025 年度新入生より新入生特待生制度を新たに加え、奨

学金を給付することで、入学初年度から経済的支援を拡充した。 

本科 2 年生においては、各学期に個別面談を行った。 

就職支援に関しては、歯科技工所などの企業と密接に連携を取ることにより、就職希望の全学生

が希望する歯科技工所への就職が内定している。 
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③将来予測を踏まえた今後の教育組織編成の在り方の見直し 
デジタル技術を応用した歯科技工教育は拡充しながら、多職種連携教育（IPE）、臨床技工実習

に注力していくこととした。 

 

（愛知高等学校、愛知中学校） 
 ①定員数の学生確保策、募集戦略の強化 

高校では、入試日程及び募集活動の実施が適切だった結果、入学者数は、中学校からの進学者

も含め、566 名であった。 

中学校においては、志願者が大きく減ったので、低下を予測していたが、273 名の入学者があっ

た。入学を選んでくれた受験生が多数であり、一定水準の対外的評価を得られている。 

②学生・生徒の本学院への満足度の向上 
高校は、他の私立学校と比較しても、校舎の老朽化、教育施設等の遅れをとっており、満足できる

環境になく、課題が残っている。 

中学校は、 ソフト面では教育相談で対応してきている。施設などのハード面も体育館の空調が

導入される運びとなり充実するように進められている。 

 

（2）教学・キャリア形成、競争力向上 

①経営改善・強化計画に示した各重点施策・実行プランのうち、 

1）既存施策の推進により対応すべき事項については、実行プランを踏まえた方向性を意識

しながら、施策を引き続き推進した。 

2）各重点施策・実行プランの推進組織（担当部署や委員会等）や年次計画の明確化の趣旨

を経営企画室から各学校に周知・説明を行った。 

②今後、ポスト 150 周年の目指すべき教学・キャリア形成戦略を明らかにした上で、重点施

策・実行プランの組み換えや拡充・強化を検討する必要がある。 

 

①国家試験対策（オールパスプロジェクト等の支援） 
1）歯科医師（愛知学院大学歯学部） 

国家試験の合格率向上が入学者数に影響を及ぼすことから、毎年度、前年度の国家試験結果

を分析し、その内容を教職員及び6年生にフィードバックしている。この分析結果を踏まえ、5年生

及び6年生の国家試験対策カリキュラムを毎年修正し、改善を図っている。 

また、今年度より、国家試験を受験した直後の研修医をチューターとして派遣する制度を新設

し、6年生を対象とした効率的かつ実践的な学習指導体制を構築した。 

低学年に対する学力向上施策としては、学生が自らの学力の位置づけを把握し、学修意欲に結

びつけることを目的に、定試験の結果をニックネームで掲示するシステムを開始した。 

さらに、2026年度からの実施を見据え、歯学部4年生の CBT 合格率向上を目的として CBT

対策講義科目を新設するとともに、6年生には演習科目を新たに設けるなど、各学年でカリキュラ

ム改革を進めている。 

2）歯科衛生士（愛知学院大学短期大学部） 
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2022年度入学生からスタートしているカリキュラムに追加して、国家試験の傾向や4年生大学

化への流れなど社会の情勢に応じた不足科目を導入、既成科目の内容・重複を見直した2026

年度のカリキュラムを編成、卒業要件単位の見直しを行った。文部科学省への承認手続きを進

め、学則変更とともに、2025年度に承認を得た。 

3）歯科技工士（愛知学院大学歯科技工専門学校） 

グループワークを用いた授業により、知識の理解度は均一となった。 

さらに、附属病院での臨床技工実習により、理解度やモチベーションのアップを図ることができ

た。また、保護者とも連携を図り、家庭での学習方法の伝達及び必要に応じて授業後の補習授業

を実施した。 

②グローバル教育や国際化の推進 
（愛知学院大学） 

愛知学院大学事業報告「（4）国際化の推進」を参照。 

（愛知学院大学短期大学部） 

グローバル教育カリキュラムとして、2026 年度より海外研修を単位化するために、2025 年 8

月に海外（カナダ）研修視察を実施した。 

（愛知高校） 

国際教養コースでの宗教の授業でのプログラムを推進した。 

（愛知中学校） 

JACC（日本学術センター）が開発したハーバード大学生による英語でのワークショップ

「Summer Life-Changing Experience（SLICE）プログラム」の導入実施を行った。 

③教育DX 
（愛知学院大学） 

愛知学院大学事業報告「（1）教育活動の充実」を参照。 

（愛知学院大学短期大学部） 

原則すべての授業を対面で実施しているが、授業連絡や授業資料の配布など科目担当者によ

る ICT の活用を積極的に実施した。なお、やむを得ない場合は、一部 ICT を活用した遠隔教

育を実施した。また、課題提出や質疑応答等に対する Microsoft Teams を中心とした ICT

を活用した教育を展開した。 

④社会課題解決活動の更なる充実 
（愛知学院大学） 

大学の各キャンパスが設置されている名古屋市・日進市に加え、長久手市とも包括連携協定

を締結し、近隣自治体との連携を強化して、地域の社会課題解決に努めた。 

また、2025年4月には、名城公園キャンパス内に名古屋市のサテライトオフィス「NAGOYA 

FRONTIER TERRACE」を設置した。 

さらに日進キャンパスでは、日進市との連携拠点となる「地域・イノベーションラボ」の2026年

度設置に向け、そのトライアルを実施した。 

（愛知学院大学短期大学部） 

歯学部、薬学部、健康科学部健康栄養学科、歯科技工専門学校、愛知県立総合看護専門学

校、名古屋大学、名城大学との多職種連携教育を歯科衛生学科のすべての学年及び専攻科に
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おいて実施した。 

また、専攻科の実習については、歯学部附属病院勤務の歯科医師及び看護師と連携して、口

腔外科外来の見学を実施した。 

（愛知高校） 

国際教養コースの総合探求において部分的に実施した。 

（愛知中学校） 

総合学習の授業を通して一部実施した。 

   ⑤教学マネジメントの確立 
（愛知学院大学） 

愛知学院大学事業報告「（8）教学組織」を参照。 

（愛知学院大学短期大学部） 

教学改革推進委員会及び IR・キャリアサポート委員会からの提案や情報提供を踏まえ、教学改

革推進委員会においては、教学マネジメントの体制づくりを企画した。 

⑥科学振興や社会課題解決への貢献 
（愛知学院大学） 

2025年度、創立150周年記念事業として、後援会の助成を得て学生対象に「シャチ活チャレンジ

応援基金」を実施した。学生による企業、地方自治体連携プロジェクトを推進する新たな取組となっ

た。研究推進・社会連携課の Web サイトに掲載している研究シーズ集の充実を進め、産業界との

マッチング機会を拡大することで、研究成果の産業化・社会実装を目指した。 

（愛知学院大学短期大学部） 

すべての教員は、研究計画書を作成し、社会課題解決や科学振興への貢献のために、研究成果

の学会発表、論文発表を行った。短期大学部内に研究施設を整備し、短大教員、専攻科学生、歯学

部学生、歯学部研究生などが利用して研究成果をあげた。2026 年度から「愛知学院大学短期大

学部口腔保健総合研究所」を設置することを決定した。 

 

（3）ブランディング、社会連携戦略の積極的展開 

①「卒業生・社会・学生・生徒がつながるアグ丸モール（仮称）の構築」（創立 150 周年記念

事業推進）について、重点施策・実行プランに位置付けることを視野に入れて、検討を行

い、事業化を進めた。 

②上記プランを先導役とした上で、経営改善・強化計画に示したブランディング、社会連携

に関する各重点施策・実行プランを戦略パッケージ化することを検討した。 

③創立 150 周年記念事業の企画立案、事業化、寄付募集、広報、卒業生や地方自治体と

の関係方面との連携・協力を通じて、ブランディング、本学院の魅力発信、社会連携等に

関するノウハウ・経験を培い、課題を共有した。 
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①ブランド力の強化、本学院の魅力の再発見と社会への周知 
（愛知学院大学） 

  愛知学院大学事業報告「（7）情報公開・広報」を参照。 

（愛知学院大学短期大学部） 

短大の強みである附属病院と連携した実習や歯学部等の教員による授業開講を通じて、短期

大学教育として、1 年生から 2 年生まではレベルの高い教育を、2 年生から 3 年生では多くの歯

科衛生士・歯科医師の指導を得て高い臨床能力を育成して、短期大学士を取得できること、さら

には中部圏唯一の専攻科に進学して学士の学位を取得できることが魅力となる。オープンキャン

パスや保護者懇談会等で、このブランドとしての魅力を伝えた。 

②卒業生とのつながり強化 
（法人全体） 

「卒業生・社会・学生・生徒がつながるアグ丸モール（仮称）の構築」事業の枠組みの中で、各同

窓会が管理している卒業生情報を法人と共同管理する構想を引き続き検討した。 

（愛知学院大学短期大学部） 

卒業生に対し、同窓会主催の「フォローアップ研修」を実施し、卒業生の学び直しの機会を設け、

卒業生とのつながりを維持する働きを行った。 

また、歯科衛生士リカレント研修センターの活動を在学生や卒業生に周知した。 

③リカレント教育 
（愛知学院大学） 

連携協定を締結している長野県上松町の市民講座として本学で実施している公開講座をオン

ライン配信した。履修証明プログラム「資産税務プロフェッショナルプログラム」において、オンライ

ン、オンデマンドでも受講できるようにした。 

（愛知学院大学短期大学部） 

厚生労働省委託事業である歯科衛生士リカレント研修センターで、中部地方を中心とする歯科

衛生士教育の拠点となる新人・現役・離職中のあらゆる歯科衛生士の学び直しの場を提供した。 

④禅による価値の提供 
（愛知学院大学） 

社会連携センターにおいて、名城公園キャンパスの愛学祭特別企画として「参禅体験会」を放光

台で行い、小学生から高齢者まで、幅広い世代が初めての坐禅に挑戦した。また、日進キャンパ

スの坐禅堂にて、民間企業の研修の一環として坐禅体験を実施する取組を初めて行った。 

（愛知学院大学短期大学部） 

1 年次に「人と宗教」を必須科目として学ぶことを通じ、医療人としての使命感だけでなく、人と

しての倫理観の醸成と、広く世の各界に貢献する人間の育成に努めた。 

（愛知高等学校、愛知中学校） 

愛知高校、愛知中学校事業報告「宗教情操教育の充実」を参照。 

⑤附属病院を活かした社会課題の解決 
医科歯科連携の仕組みの構築に向けて検討を重ね、次年度からの運用を目指す。また、訪問診

療の構築が完了し院外での診療行為に携わることが可能となった。 
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（4）財務マネジメントの改善、学校法人経営モデル再構築 

①財務マネジメントの改善（全般） 

経営改善・強化計画に示す下記の方向性・目標を堅持し、予算編成や予算執行、事業

の見直し、収入強化等に関する実行プラン等を通じ、財務マネジメント改善に取り組ん

だ。 

1）経常収支差額連続マイナス体質からの脱却 

 2025 年度経常収支差額は、約 1.6 億円プラスに転じた。 

2）人件費比率 52～53％へ（経常収入 13～18 億円増） 

 人件費の抑制を意識しつつ、業務遂行のための人材確保を進めた結果、2025 年度

人件費比率は 51.7％に抑えることができた。 

3）セグメント単位の経常収支差額の改善 

・計画期間当初において、セグメント単位で収支について問題点・課題点検証 

・どのような改善実行プランが数値的に改善効果に資するか又実現可能か等を検討 

・その後、各セグメントにおける実行プランの年次計画に取り組む 

・数値の改善状況を検証 

②附属病院の経常収支改善に下記の通り、引き続き取り組んだ。 

経営改善・強化計画に基づき、附属病院の収益力強化と支出見直しによる経常収支

支出超過の圧縮を計画的かつ戦略的に推進するため、附属病院の経営改善計画の策

定を進め、エビデンスに基づき、経常収支における超過支出の圧縮に取り組んだ。 

③学校法人経営モデルの再構築に係る実行プランの着実な推進に努めた（資産運用、寄

付、外部資金、事業会社） 

 

①附属病院の経常収支改善 
1）医療機関との連携及び広報活動の強化により、前年度12月までと比較し、患者数は2％増。 

     2）歯科（外来）レセプト1件あたりの平均点数は、前年度平均868点から878点へ増加した。 

     3）自費診療は前年度12月までと比較し14％増となった。 

4）他医療機関との医療連携体制の充実に向けた取組を行い、他機関からの紹介患者数は、前年度

12月までと比較し、1％増となった。 

     5）医科医療サービス拡充による医療収入の増加策として、新北館完成を受けた医科・歯科連携強

化の仕組みの構築を行い、次年度から実施していく予定である。 

     6）医療材料等の適正な支出を目指し、一般料金委員会や材料委員会にて、適宜材料や診療料金

の精査を実施した。 

②資産運用の体制強化 
 「学校法人愛知学院資金運用規程」を改訂し、新たに「学校法人愛知学院資金運用管理規程」を

9月から施行した。この規程に基づき外部有識者を加えた５名の委員による「学校法人愛知学院資金
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管理運用委員会」を設立し、資金運用ガイドライン、運用計画、運用状況の管理・評価及び商品の選

定等を審議し、業務執行理事会へ報告する体制を構築した。 

また、今年度新たにオルタナティブ運用としてヘッジファンドへ20億円の投資、私募リートへ約７億

円の増資を行った。 

③寄付制度の整備・拡充 
本学院の創立 150 周年記念事業の実現のため、その財源となる寄付の募集を積極的に展開した。

寄付募集の趣意書等による情報発信、寄付受入れのためのサイトの整備等を行った。ポスト 150 周

年の寄付募集の展開を視野に入れて、経験した知見、ノウハウを蓄積し、課題の共有に努めた。 

学校法人としての恒常的な寄付受入れに加え、創立 150 周年記念事業推進の寄付募集やその他

個別事項の寄付受入れにおける寄付を合算した 2025 年度寄付実績は、寄付金額 271，785，

967 円となった。 

法人からの寄付拡充を図るため、受配者指定寄付金制度の周知を行った。そのほか、「短期大学の

リカレント教育支援」、「愛知高校陸上部駅伝大会応援寄付」など各個別案件に対しての寄付金募集

を実施した。 

④外部資金の獲得 
2025 年度における科学研究費補助金の獲得状況として、近年、基礎研究（B）の採択者が不在の

状況が続いていたが、2 名の採択者を輩出する成果が得られた。一方で申請数に対する採択率は

17％にとどまり、目標としている 2 割を下回ったことから、その改善策として、研究計画調書の添削

指導を本格的に導入した。 

私立大学等経常費補助金等の獲得に向けた取組の一環として、Teams 内に大学・短大に関係す

る全部署の教職員対象チームを作成し、日本私学振興・共済事業団からの情報提供を行った。また、

大学・短大の取りまとめ担当部署及び法人担当部署とも連携し、補助金の申請業務を行った、 

⑤事業会社の設立 
2025年8月1日、学校法人愛知学院の建学の精神「行学一体・報恩感謝」を基盤に、学生・生徒の

学びを支え、その成果を確実に還元することを使命として、学校法人愛知学院の100％出資会社で

ある株式会社愛学サービスを設立した。初年度は、教育環境の充実に資する事業領域の整理、法

人・設置校との連携体制の構築、外部事業者との協働基盤の整備など、将来の事業展開に向けた基

盤形成に注力した。 

（5）事務組織・人員政策の強化 

・DX 推進について、2025 年度に検討体制を構築した。 

・職員の適切な人材配置、事務組織の再編に努めた。 

 

①DX推進 
DX 推進のための検討体制を構築し、当該検討に参画するメンバー等を定めた。これにより、全学

的な見地から、学内の教職員の利用に資する事務事業の DX 推進を 2026 年度以降、本格的に検

討する環境が整った。 
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②職員の配置、事務組織 
適時適切に職員の適切な配置を行い、現下の課題に的確に応えることができるよう、2025 年度は

専門性の高い人材の採用に努めた。 

事務組織に関しては、医事課を病院事務室内に移管したほか、事業会社の設立により、様々な課題

に柔軟かつ戦略的に対応できる体制を構築した。 

2026 年に本学院の創立 150 周年を迎えることから、経営企画室に創立 150 周年事業の企画立

案及びとりまとめの役割を付加し、同室の人員の配置においても特段の工夫を行った。同室が大学

等の設置学校との緊密な連携を図ることができるよう人事面でも配慮した。      

 

（6）経営・ガバナンス強化策 

①私立学校法改正を受けて、法人の管理運営体制の整備に万全を期した。 

②リスクマネジメント、危機管理体制の構築のため、新たに発足した法務・コンプライアンス

室が、全学的なとりまとめの役割を担うこととなり、諸規程の制定を行う等、体制の構築を

行った。 

③学校法人としての経営企画力・発信力の強化を図るため、新たに、経営構想委員会を発

足させた。 

④本学院の中長期計画の計画期間がスタートしたことを踏まえ、中長期計画の趣旨や目指

すところについて、学内の関係部署や各学校窓口への説明、普及啓発に努めた。 

 

①私立学校法改正を受けての法人の管理運営体制整備 
私立学校法の改正に伴い寄付行為の見直しを行い、新たに「学校法人愛知学院寄付行為施行細

則」を制定し、法人の管理体制の整備を行った。また、従来の決裁文書等に関する文書管理規程の

見直しを併せて実施し、「学校法人愛知学院諸規程に関する規程」、「学校法人愛知学院業務決裁権

限規程」及び「業務決裁手続取扱要項」の改定を行い、理事の職務の執行に係る情報の保存及び管

理に関する体制の強化を図った。 

②リスクマネジメント、危機管理体制の構築 
本学院の学生、生徒、及び職員等の安全と安心を確保し、本学院の社会的責任を果たすことを目

的として、学校法人愛知学院リスクマネジメント・危機管理規程を作成した。 

③学校法人としての経営企画力・発信力の強化 
２０２５年 4 月より新たな事務体制による経営企画室をスタートさせた。中長期計画の推進等の役

割とあわせて、創立 150 周年記念事業の企画立案及び推進の全体とりまとめをミッションとして位

置付け、学校法人としての経営企画力・発信力の強化を図った。また、2025 年 9 月、新たに経営構

想委員会を設置し、経営企画室が事務局を担った。急速な少子化時代に予想される厳しい経営環境

を念頭に置き、先を見通した本学の在り方について、具体的な構想を提言すべく、関係方面からのヒ

アリングや意見交換を行った。 

中長期計画の経営改善・強化計画が目指す方向性について、法人部署および各学校への説明・普

及啓発に努めた。さらに、中長期計画の進捗状況を全学的に把握し、推進するため、2025年度事業
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報告及び2026年度事業計画から全学的とりまとめを経営企画室が担う体制とした。これらにより、

ＰＤＣＡサイクルの確立に向けた基盤整備を進めた。 

（7）施設・キャンパス 

・各キャンパスにおける教育・研究の改善及び老朽化施設への対応のため、全学的な施設

整備の計画的な推進に努めた。 

 

①光ヶ丘キャンパスの将来戦略を踏まえた再整備 
第 2 体育館の空調工事等が完了し、その他の老朽化施設の修繕等の計画を検討し、今後の耐久

性調査の依頼先企業を選定するため、複数企業等のヒアリングを行った。 

②日進キャンパスの将来戦略を見据えた再整備 
各キャンパスのうち、老朽化施設が多い日進キャンパスについては、今後の耐久性調査の依頼先企

業を選定するため、複数企業等のヒアリングを行った。 

③末盛キャンパス 
１５０周年事業の一つである新北館が、２０２５年１２月に竣工し、２０２６年１月１３日より運用を開始し

た。 

 

 

【愛知学院大学】 
 
（1）教育活動の充実 
 

①質を保証する教育の実現 
1）ディプロマ・ポリシーに沿ったカリキュラム体系（カリキュラム・ポリシー）の見直し 

データサイエンス教育プログラム委員会委員が、数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソー

シアム東海ブロック会議に参加し、認定校間で情報交換を行った。また、委員会、プログラム取組概要

ポスターを作成した。教務委員会では、カリキュラムの見直しについて継続的に検討した。また、企業お

よび卒業生アンケートの結果を共有し、自由記述を参考に、要望に応じた講義科目やフィールドワーク

等の連携授業の企画に向けた情報共有を行った。 

2）教育方法・学習方法の高度化の推進 

a.主体的・能動的な学習方法の積極的な導入 

教育開発研究センター委員会において、各キャンパスの主体的・能動的学習の実施状況を把握し、

全学 FD 研究会に向けた検討を継続した。講習会では、「教育における生成系 AI の活用」をテーマ

に実践事例を提示した。加えて、「2025 年度教育優秀賞」受賞者 3 名が実践報告を行い、優れた教

育手法を全学で共有した。さらに、授業シラバスにおける主体的・能動的学習の記載例を収集・蓄積

し、「愛知学院モデル」提案に向けた取組を進めた。 

b.デジタル技術を駆使した教育の推進 

教育開発研究センター委員会で、LMS（学習管理システム）の活用について、議論を重ね検討した。

また、教育開発研究センター委員の事業別担当教員による WebCampus における教育支援機能を

パイロット的に新機能のトライアルを実施し、検証報告がされた。さらに多くの教員が使用できるよう

事業別担当教員の学部内の教員や希望する教員にトライアルを実施した。教育支援機能の有用性が
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明らかになれば、希望する教員に機能を開放する準備を行っていくことを確認した。 

c.各教員の教育力の向上 

全学 FD 推進計画に基づき、教育開発研究センター委員による研究授業を実施した。委員会では、

事業別担当委員から FD推進状況の報告を行った。各学部・学科においても研究授業や講習会等の

FD 活動を実施した。見直した授業評価アンケートを実施し、結果を基に授業改善の共有を行った。

LMS を活用した授業評価については、一部授業で試行し、活用方法の具体化に向けた検討を進め

た。また、教育優秀賞受賞者 3 名が実践事例を報告し、教育の質向上に寄与した。 

3）学習成果の可視化への取組の推進 

ｅポートフォリオシステムについては、全学導入には至らなかったため、課題整理を含めた検討を継

続した。授業目標および評価軸の公開についても、Teams 上での実装には至らず、引き続き検討課

題とした。一方、内部質保証推進会議での報告を踏まえ、各学部においてアセスメントテストを活用し

た学習指導の検討および実施を行った。 

②本学のリソースを活かした教育の実現 
1）全学に共通する教学事業の充実・強化 

他学部他学科履修制度については、運用上の大きな課題は確認されなかった。データサイエンス教

育プログラムでは、委員会において継続的に改善策を検討した。基礎的リテラシー教育の重要性を

踏まえ、全学共通科目設置に向けて各学部の意見を収集し、検討を進めた。加えて、修了要件を満

たした希望者に対し、データサイエンス教育プログラム修了証を発行し、学修成果の可視化を図った。 

2）大学の特色を生かした教学事業の充実・強化 

臨床宗教・スピリチュアルケアに関する履修証明プログラムを設計し、日本スピリチュアルケア学会

から人材養成プログラムとして認定を受けた。これにより、専門資格取得を目指す体系的学修の枠組

みを整備した。また、資産税務プロフェッショナルプログラムでは、短期集中型コースを新設し、社会

人や税理士に対する柔軟な学修機会の提供を実現した。 

③大学院の強化 
1）大学院進学のメリットの明確化 

博士後期課程では、専修分野に限らず異分野科目の履修を可能とし、分野横断的な学修を促進し

た。博士前期課程においても、横断的履修が行われている。入試説明会では、現役大学院生が参加

し、志願者が大学院生活の実態を直接把握できる機会を提供した。あわせて、大学院生読書研究室

の見学を実施した。ホームページについては、2026 年度リニューアルに向けた検討を継続した。 

 

（2）研究活動 
 

①多様な外部資金獲得の強化 
1）科研費及び科研費以外の競争的研究費の申請、採択件数の向上 

2025 年度における科研費の獲得状況として、近年、基盤研究（B)の採択者が不在の状況が続い

ていたが、2 名の採択者を輩出する成果が得られた。一方で申請数に対する採択率は 17％にとどまり、

目標としている 20％を下回ったことから、その改善策として、久留米大学客員教授である児島将康氏

による研究計画調書の添削指導を本格的に導入した。 

また、科研費等外部資金獲得者へのインセンティブの導入に向け、個人研究費規程の見直しの検討

を研究推進・社会連携部にて行うことという業務執行理事会決定があり、関係部課所との協議を継続

することとした。 

2）共同研究・受託研究、奨学寄附金の獲得 

共同研究、受託研究、奨学寄附金の獲得に向けて支援を行い、共同研究と受託研究は昨年度より増
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額したものの奨学寄附金が昨年度を下回り、全体では前年度より受入額が約 100 万円増加に留まっ

た。科研費以外の省庁の競争的研究費の受入についても支援を強化した。また、藤田医科大学による

「先端医療開発コンソーシアム」の研究費に申請し 1 件が採択された。 

②研究のブランド強化 
大学ブランドの強化につながる研究テーマの創出を目的として、学内競争的資金制度の設計を見据

え、引き続き研究の可能性について検討を行った。 

③研究成果の情報発信力 
1）研究成果の公表 

研究推進・社会連携部の Web サイトのリニューアルを行い、研究推進に関わるサイトを「AGU 研

究推進」と名付けて、研究成果の情報発信や研究シーズ集の掲載を開始した。2026 年 1 月時で研

究シーズの掲載数は 63 件、研究トピックスの掲載数は 25 件となり、全学的な研究情報発信の基盤

整備が進展した。 

2）学術情報基盤としての図書館情報センター機能の充実 

2025 年度の機関リポジトリサイト公開数は 4,691 件となり、4,500 件の目標を達成した。 

④研究活動促進に向けた体制・環境整備 
1）研究推進のための支援体制の整備・充実 

名古屋大学が中心となる「研究データエコシステム東海コンソーシアム」に参加し、研究推進・社会

連携部、図書館情報センター、情報推進部の 3 部署が連携して「研究データポリシー」を策定した

（2026 年 4 月 1 日制定）。2 月に講習会を開催し、教職員への周知、啓蒙を行った。 

2）企業・研究機関・国内外の大学等との連携 

産官学連携を専門的に実施できる人材について、他大学の事例調査を行った。その結果、研究力

強化を進める大学では、民間企業出身の URA（リサーチ・アドミニストレーター）採用や専門教員配

置が行われていることがわかった。本学では、まずは専門知識のある事務職員を中途採用し、URA

や専門教員配置については引き続き検討することにした。 

3）研究資金の適正配分・重点配分 

 学内研究費の配分見直しを見越した研究活動促進基盤制度の検討には至らなかった。また、他大

学の研究資金についての情報収集についても実施できなかった。 

⑤研究倫理教育と研究費の管理・監査 
2024 年度に作成した「愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部におけるコンプライアンス・研究倫

理教育について」を 2025 年 6 月に改訂した。これにより、eAPRIN の受講対象者と受講サイクルを

明確にし、確実に受講率 100％となるよう改善した。学部生対象「研究倫理とコンプライアンス入門」リ

ーフレットを作成した。さらに、人文・社会科学系学部における人を対象とする研究の倫理審査につい

て、規程と運用方法を整備し、Web サイトにも掲載した。 

 

（3）社会連携 
 

①連携先の戦略的な拡大と深化 
日進市との学内連携拠点形成に向け、機能検証を実施し、継続的な連携の在り方を検討するための

基盤を整備した。本取組により、連携先の状況把握と関係性の強化を進めるとともに、今後の連携活

動を恒常的に検証・改善していく体制構築に向けた一歩とした。 

新規連携協定の拡大に向けては、長久手市と包括連携協定を締結し、地域連携の基盤強化を図っ

た。また、県内自治体との連携協定締結に向けた検討を行った。さらに、三菱 UFJ 銀行との連携協定

を視野に入れ、社会連携センター運営委員会において学部および各部課所から希望事業のヒアリング
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を実施し、大学として取り組むべき連携事業の整理を進めた。 

サテライトキャンパス設置の可能性に関する調整準備として、県内自治体との意見交換を行った。ま

た、Station AI への参画について、本学スペースとして 4 席を使用できる旨を学内に共有した。 

②社会人の学び直しニーズへの対応 
1）公開講座の充実と深化 

新規受講生の獲得に向け、既存の受講生に加え、本学同窓会、日進市の道の駅、文化の家などに

積極的に広報を実施した。また、新たな取組として本学学生へ公開講座の無料開放を実施し、学びの

意欲向上に寄与した。さらに、外部団体の講座依頼についても社会・地域連携活動の一環として積極

的に検討を進め、公開講座の充実と深化につなげた。 

2）履修証明プログラムの充実と深化 

2026 年度開講に向けて、臨床宗教師・スピリチュアルケア師の取得を目指す「臨床宗教師･スピリ

チュアルケア<スターティングプログラム＞」の設計を進めた。大学の教育資源と社会的ニーズを踏

まえた新規プログラムとして、科目構成や運営体制を検討し、開講に向けた学内体制を整備した。こ

れにより、履修証明書交付数累積の達成に向けた基盤構築が着実に前進した。 

③効果的で効率的な社会連携活動を推進するための学内基盤の整備 
地方公共団体や産業界との窓口となる教職員配置のための全学的な啓発活動は実施に至らなかっ

たが、連携依頼が寄せられた案件については、関係教職員へ積極的に協力を依頼し、産官学連携の機

会創出に努めた。また、社会連携 SD の開催について検討を行ったが、開催に向けた具体的準備を進

めることができず、当該事業計画には至らなかった。 

学生による社会・地域連携活動（シャチ活）を支援するインセンティブ制度として、「シャチ活チャレンジ応

援金」プロジェクトを開始した。応募 17 件から 10 件を採択し、後援会より総額 162.5 万円の助成を

受けた。各プロジェクトは地域交流、国際理解、防災啓発、SDGs 普及など多様な分野で成果を上げ、

大学の社会貢献活動の可視化とブランド向上に寄与した。 

④卒業生ネットワークの活用 
全学部同窓会が同窓会連絡協議会に加盟し、卒業生情報を一元管理する体制構築の基盤は整えた。

しかし、システムの具体的検討が進まず、一元管理システムを活用した卒業生参加型の新規連携事業

の企画には至らなかった。今後は、システム検討と並行して、ホームカミングデー以外の新たな連携企

画の検討を進める必要がある。 

⑤災害時における地域との協力体制の明確化 
弥富市との「浸水時における広域避難協定」に基づき、広域避難訓練を実施した。訓練計画に基づき、

避難マニュアル・対応フロー・避難場所について新たに確認を行った。今後は、弥富市以外の連携自治

体とも意見交換を継続する。 

⑥アントレプレナーシップ教育の整備 
アントレプレナーシップ教育に関する基本姿勢の策定については、教育課程および学生支援にまたが

る横断的課題であることから、社会連携センター単独での検討体制を整えることができず、事業着手

には至らなかった。 

起業支援および卒業生TA・メンターの組織化については、教育課程および学生支援と密接に関わる

横断的領域であるため、社会連携センター単独での検討が困難であり、基本姿勢の策定および事業

実施には至らなかった。 

⑦地域との協業 
2025 年 12 月に、社会連携センター主導による「BALL PARK LAND 2025」を日進キャンパス

で 2 日間開催した。学内のスポーツ施設を利用した地域開放型のイベントで多数の来場者があった。 

また、大相撲名古屋場所開催に合わせ、安治川部屋宿舎としてアイリーハウスが利用された。大学の
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相撲部はもちろん、地域住民との食事会開催などを開催した。 

日進キャンパスの資源（ソフト・ハード）有効活用事業として、2025 年 10 月、 近隣の小学生を対象

に「スポーツ・文化体験教室」を開催し、卓球・チアダンス・野球・サッカー・書道の 5 種目を計画し、当

日雨天のため卓球・チアダンス・書道教室を実施した。また、スポーツ振興室協議会を開催し、クラブ活

動や取り巻く状況の情報共有、UNIVAS で提唱される安全・ガバナンス・学生支援に関する各種ガイ

ドラインの遵守状況を確認するとともに、大学として必要な整備方針を検討した。 

 

（4）国際化の推進 
 

①海外大学との協定締結や派遣プログラムの推進 
本学のグローバルポリシーの方針に則り、新規提携校の開拓に向け、学内教職員及び旅行業者のネ

ットワークを通じて複数の海外大学と交流を行った。2025年度は27校を目標に設定し、北米（カリフ

ォルニア州立大学サンマルコス校／アメリカ合衆国）、オセアニア（マッコーリー大学／オーストラリア）、

アジア（サインズ大学／マレーシア）でそれぞれ 1 校ずつ計 3 校の新規協定校を拡充した。 

②グローバル人材育成の推進 
国際教育の充実を目的として、海外語学研修の拡充を進め、2025 年度はカナダ、イギリス、韓国、

アメリカ、オーストラリア、マレーシア、マルタ、スペインの計 8 コースを実施した。多様な言語・文化環

境での学習機会を提供し、学生の国際的視野の育成と語学力向上に寄与する取組を着実に推進した。 

 

③海外提携校からの学生受入の推進 
外国人留学生が日本文化に触れる機会の提供及び日本人学生との交流促進を目的に、2025 年度

は留学生チューター15 名、短期留学生受入ボランティア 11 名、スピーチの祭典参加者 20 名を確保

した。計画値に対し、短期留学生受入ボランティアは短期研修生の受入人数が想定より少なかったた

め減少したが、必要な支援体制は維持し、交換・短期留学生受入の円滑な実施に寄与した。 

海外提携校からの交換留学生 8 名を計画どおり受け入れ、安定した交流を継続することができた。

短期留学生は3名となったが、提携校側の派遣人数が想定より少なかったことによるものであり、本学

としては受入体制を整え、少人数でも丁寧な学修支援と交流の場を提供した。これらの取り組みを通

じて、国際教育の推進に資する成果を上げた。 

④Zen を通した国際交流 
Zen を通した国際交流として、学生ボランティアによる試験的活動および曹洞宗子弟を中心とした学

生ボランティア組織の立上げ、留学生との交流イベントの企画を計画した。また、留学生の寺院での参

禅会・見学会の試験的な実施と、坐禅堂の利用を目標とした。いずれも国際交流センターの人員体制

が十分に確保できなかったため、計画していた取組の多くは実施に至らなかったが、台湾・慈済大学か

らの短期留学生 1 名に対して坐禅体験の機会を設けることができた。 

 

（5）学生支援 
 

①多様性に配慮した学生への健康・生活指導 
学生支援センターおよび学生相談センターと連携体制を構築し、学生相談センターの相談記録は学

生部長・事務部長にも回覧することで、課題の早期把握と適切な対応に努めている。 

心身の健康支援として、公認クラブ・サークルを対象に、熱中症対策、薬物講習、アルコール研修、救

命講習会などの各種セミナーを実施した。あわせて、薬物、闇バイト、マルチ商法などの社会課題につ

いて、Web やアプリを活用し、継続的な注意喚起と情報発信を行った。 
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各キャンパスを居心地の良い、学生の自発的な修学や挑戦の場とするべく、経済面および健康・生活

指導の観点から後援会の協力を得て、日進・名城公園キャンパスで「100 円モーニング」、楠元キャン

パスで「200 円夕食」を企画・実施し、学生から好評を得た。また、2024 年度実施の「クラブハウスの

利用状況アンケート」結果を元に、運用の見直し、修繕箇所の洗い出しを行った。また、楠元キャンパス

において、臨床心理士（臨時職員）1 名を週 5 日勤務とし、勤務時間帯（13 時～18 時から 12 時～18

時に変更）を 1 時間増やすことで、昼休みの時間にもカウンセリングできる体制を構築した。名古屋大

学医学部と連携を図り、臨床心理士 1 名を週 2 回派遣してもらう体制を整備し、学生相談機能の充実

を図った。 

一人暮らしの学生を対象に、「ひとり暮らしの学生のためのフォローアップミーティング」を日進キャン

パスと名城公園キャンパスで実施し、学生の不安軽減と情報共有の機会を提供した。 

退学に関する相談があった学生に対しては、休学等の制度があることや学部アドバイザーとの面談

制度等を丁寧に説明し、退学以外の解決策で学生の学びを継続できるよう努めた。 

②初年次生への包括的支援 
入学試験における受験上の配慮申請書を入試センターと共有し、保健センター（メディカルルーム）の

医師・看護師と事前打合せを行い、救護体制を整えた。その後、入学予定者には必要に応じて連絡を

行い、修学上における配慮・支援（合理的配慮）の手続きを行った。 

初年次生の心身の健康問題についての支援を行うため、入学時健康調査票を基に健康問題がある

入学予定者を把握した。必要に応じて保健センター（メディカルルーム）看護師が面談を行うとともに、

合理的配慮やカウンセラーによる面談も実施した。 

4 年毎に実施している「学生生活アンケート」を全学で実施した。また、スポーツ推薦入試実施クラブ

へアンケートを行い、学業不振や悩みのある学生について、学生相談センターにて面談を実施した。 

③学生の課外活動への支援強化 
1）UNIVAS（大学スポーツ協会）の理念の普及 

スポーツ推薦入試実施クラブへアンケートを行い、学業不振や悩みのある学生について、学生相談

センターにて面談を実施した。さらに、修得単位数や GPA を満たしていない学生については、クラブ

部長・指導者による面談を行い、勉学と部活動の両立を目指すよう指導を行った。また、スポーツ振

興室を通じて監督者会議を実施し、課題共有と改善に向けた検討を行った。 

2）応援文化の醸成 

応援キャラクター「アイリー」を用いたオリジナルグッズを製作し、学生部の各種事業で配付した。ま

た、プロ野球ドラフト会議で指名された本学関係選手の垂れ幕をキャンパス内に掲出し、学生および

教職員の関心喚起を図った。加えて、学生課公式アプリを通じて競技結果や活躍を発信し、応援機

運の醸成につなげた。 

④学生の早期職業意識の涵養 
1）低学年からのキャリア形成支援 

2年生ガイダンス（年2回）を再編し、夏休み前に就職プレガイダンス、12月に第 1回ガイダンスを実

施した。就職活動の早期化を踏まえ、低学年からの意識醸成を目的とした。併せて 1 年次は初年次教

育でのキャリアへの意識づけについて教養部の各教員に周知した。 

さらに、3 年生直前の 3 月に保護者向けガイダンスを新設し、本学の就職支援体制や近年の就活環

境、家庭で期待される支援の在り方を共有し、学生支援の強化につなげた。 

⑤学生の多様なニーズに応じた就職支援の充実 
1）学生自身が納得した進路を決定するための支援の充実 

就活準備講座を6～8 講座開講し、各キャンパスの特性に応じたプログラムを実施した。加えて、講

座とは別に、就職エージェント利用時の注意点や生成 AI の適切な活用方法について、ガイダンス等
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を通じアナウンスを強化し、変化の激しい就活環境への理解促進を図った。 

「卒業生と人事担当者との交流会」は、2 年目となり参加者が増加し、学部教員と卒業生・企業との

新たな連携が生まれ、授業における卒業生活用など教育面への波及効果も見られた。あわせて卒業

生登壇による就職ガイダンスを実施した。 

2）学生が希望する進路を実現するための支援の充実 

新規開講したビジネスマナー・コミュニケーション講座は少人数ながら実施した一方、MOS 講座上

級コースは希望者数に達せず閉講となった。今後は社会人として求められるビジネススキルの必要

性と学生ニーズの再検討が課題である。公務員希望者向けには警察・消防と連携した講義を実施し、

参加者数・満足度ともに高い結果となった。加えて、行政職希望者向けに日進市と協働したキャリア

デザイン講義も開講した。教職志望の学生向けには、教職支援センター・資格取得支援課と連携し、

教員採用試験対策講座を開講することとした。 

 

（6）入試関連 
 

①入試制度の検討・実施 
1）教育目標にかなう入学生確保のための入試制度改革 

入学後の成績や修学状況に関する分析を行い、評価基準の妥当性について検討小委員会で検証

を行った。あわせて、新学習指導要領に対応するため、入試問題の出題範囲に新指導要領に則した

内容を反映させ、生徒の学修内容に適合した入試制度の運用を行った。 

②高校との連携強化 
1）高校との連携強化 

高校内での模擬授業等の参加率 60％を目指し、進学実績の少ない高校や遠方高校以外は可能

な限り参加した。また、学内見学においても可能な限り対応し、高校との接点拡大と本学理解の促進

を図った。 

2）併設校･提携校との連携強化 

愛知高校教員を対象とした入試説明会および愛知高校生徒を対象としたオープンキャンパスを実

施した。あわせて、連携協定校を対象としたキャンパス見学会や模擬授業を行った。新たな連携校の

開拓に向けては、高校訪問時にヒアリングを行い、情報収集を進めた。 

③安定的な入学定員数の確保 
1）地方の受験生獲得 

高校訪問や進学相談会を実施した。また、オープンキャンパスや入試情報、歯学部・薬学部独自の

特待生制度に関する DM やチラシを発送し、入学者確保の一助とした。 

 東海 3 県以外で最有力地域である静岡県での広報活動をより強化するとともに、歯学部においては、

志願者数増加を見込み、関西・四国・九州地区での高校訪問を実施した。 

2）特待生制度の見直しと拡充 

歯学部において、「創立 150 周年愛知学院大学歯学部専願特待生」制度を新設し、入学金全額お

よび 6 年間の授業料、歯学教育充実費の半額を免除することとした（2 年次以降の継続条件あり）。

また、既存の「新入生特待生」制度において、薬学部の 6 年間の学納金が国公立大学の学費と同等

になるよう免除額を増額した。いずれも大学案内やオープンキャンパス等で周知した。 

3）スポーツ推薦の柔軟な拡充 

スポーツ推薦入試において、志願者の希望学部と受入学部との不均衡解消を目的に、受入れ体制

の整備を行った。あわせて、日進キャンパスの施設活用方法や、名城公園キャンパス所属学部におけ

るスポーツ推薦の在り方について検討を行った。 
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4）学部・大学院への社会人受け入れの拡大 

社会人受け入れ拡大に向け、新たな入試制度として歯学部に「歯学部同窓生推薦入学試験」を新

設した。また、「総合型選抜」に「英語資格特別」試験を追加し、多様な志願者層に対応できる入試制

度の整備を行った。 

④戦略的広報の展開 
2026 年度のリニューアルに向けて大学公式 HP 制作を行った。また、全試験におけるインターネット

出願および合格通知書等手続の Web 化を推進し、受験生の利便性向上を図った。 

 

（7）情報公開・広報 
 

①Web や SNS を活用した積極的な広報展開 
1）総務課が大学広報を担う部署として分掌し、教育研究活動にとどまらず、情報集約を図り、積極的

なプレスリリースの体制強化 

学部および事務部門の取組をプレスリリースとして発信し、学外への情報発信を強化した。あわせて、

学内広報媒体である「大学だより」について、150 周年に向けた誌面強化を行い、学内構成員への情

報共有を充実させた。プレスリリースについては年間目標件数を設定し発信強化に努めた結果、発信

件数は 29 件となり、前年度の 19 件を大きく上回ったが、年間目標件数には届かなかった。 

2）広報媒体ごとの情報発信の検討 

各広報媒体について、主なターゲットステークホルダーを設定し、継続的な情報整理を行った。「大

学だより」は保護者向けに 150 周年特集として誌面を強化した。一方で、Facebook や交通広告等

の他媒体については十分な活用には至らなかった。SNS の登録者数増加や拡散を意識した情報発

信については検討段階にとどまり、実施には至らなかった。今後は、人的・時間的リソースを踏まえた

優先順位付けが課題である。 

②戦略的広報の展開 
アンケート結果を基にした強み・弱みの分析や、ブランド力向上に向けた施策検討には至らなかった。

また、アンケート結果を踏まえた広報ツールの見直しや新規ツール開拓についても実施できなかった。 

③卒業生との連携強化 
各学部同窓会代表と大学執行部で構成する同窓会連絡協議会を開催し、大学および同窓会双方の

近況報告を行うとともに、連携強化に向けた協議を実施した。主要施策であるホームカミングデーは、

2025 年度に 3 キャンパスで実施した。あわせて、他大学のホームカミングデーを現地視察し、次年度

への改善に向けた知見を得た。一方で、後援会会員の卒業後のつながりに関する施策検討には至らな

かった。 

 

（8）教学組織 
 

①内部質保証の推進 
1）教学マネジメント体制の確立 

「アセスメント・プラン」に基づき、学位プログラムレベルについては、学部・研究科レベル（教育課程）

および科目レベルの各段階において、学修成果を体系的に点検・評価する体制を構築している。さら

に今年度は、検証をより具体化するため、「アセスメント・チェックリスト」における検証方法の見直しを

行い、教育課程の改善サイクル（PDCA サイクル）の明確化と、定量的・定性的データに基づく教育

課程改善に資する評価方法の整理を行った。 

大学全体レベルでは、学位プログラムレベルで得られたディプロマ・ポリシーに基づく学修成果の測
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定結果を踏まえ、教育課程の改善・向上に向けた検討を大学執行部会で行っている。一方で、学修

成果の評価基準や方法の妥当性については判断が必ずしも明確ではなく、学生の意見を直接聴取

する機会の設定など、評価の客観性確保については、引き続き課題が残っている。 

2）IR 等を活かした意思決定機能の強化 

2024 年度より、従来のアンケートを「学びに関する調査」へ改変し、各学部・研究科の学位プログ

ラムを通じて得られた学修成果および学修行動を把握した。これにより、単位の実質化の確認を含め、

教育活動の見直しや改善を図ることを目的として、集計結果を内部質保証推進会議に報告するとと

もに、その結果が教育活動の改善に資するかについて学部・研究科に検討を依頼した。提出された

報告内容についても内部質保証推進会議で共有・提言を行い、改善に向けた提言およびフィードバ

ックを行った。 

また、外部アセスメントである PROG テストを全学部で実施し、ディプロマ・ポリシーに示した能力

が修得されているかについて測定・検証を行い、その結果を学修成果の改善検討に活用した。一方

で、教学 IR の機能として、学内データを横断的に分析し、教育改善支援につなげる仕組みについて

は、十分に体系化されていない点が課題として挙げられる。 

3）PDCA サイクルの仕組みを確立することによる内部質保証システムの構築の徹底 

体制強化を目的として、外部評価委員会要項の見直しを行い、学外有識者については大学執行部

会での協議を通じ、教育・研究および社会に関して見識を有する者を選出する体制を整備した。これに

より、専門的知見に基づく多角的な視点からの点検・評価を可能とし、改善・向上につなげる仕組みを

構築した。さらに、点検・評価の精度向上を図るため、大学基準協会の様式に基づく自己点検・評価報

告書を評価対象とした。なお、外部評価は書面評価により実施しており、示された要望や意見について

は、内部質保証推進会議を通じて各学部・研究科に共有し、改善に向けた検討を指示する予定である。 

2027 年度に受審する第 4 期認証評価を見据え、内部質保証体制の強化を図るとともに、自己点

検・評価シートの改定や、全学の自己点検・評価委員会の体制強化を進めた自己点検・評価にあたっ

ては、制度や取組の静態的な側面にとどまらず、運用実態やアウトプット、アウトカムに関する情報も踏

まえて現状を点検・評価するよう周知した。これらの取組を踏まえ、点検・評価により抽出された課題や

問題点については、大学執行部会において協議を行い、その結果を踏まえ、内部質保証推進会議を通

じて課題改善計画書兼報告書の提出を求めるなど、改善に向けた検討を指示した。 

②管理運営体制の整備 
大学運営に関わる教職員の知識および技能向上を目的として、障がいを持つ学生への合理的

配慮、個人情報保護および情報セキュリティ、本学の入試状況に関する SD 研修を実施した。 

③職場環境の整備 
業務の高度化および専門化に対応するため、業務遂行に必要な専門性の高い人材を採用し、組織

体制の強化を図った。また、事務職員人事評価制度の見直しに向け、外部業者と連携し、若年層の課

長から係長クラスの職員を中心としたワーキングを複数回実施し、現行制度の課題整理および次期制

度再構築に向けた検討を進めた。 

④情報化戦略の立案と実行 
愛知学院創立 150 周年記念事業の一環として DX ワーキンググループを立ち上げ、紙で行っている

出張申請や決裁についても ICT 化をするためにシステム選定を進めた。あわせて、既存の証明書発

行機を使った現金の収受をオンライン決済ができるシステムの導入を行った。 

懸案事項であった事務部門の業務煩雑化を解消するため、Microsoft Power Automate を業務

活用できるように利用環境を整え、事務部門の業務に導入した。併せて、GAKUEN システムからの

データ抽出や業務効率化のために RPA ツール（Robotic Process Automation）のトライアルを開

始した。 
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教務系システムである GAKUEN システムは導入から 2 年が経過し、現在は安定稼働している。導

入当初に発生した課題については、学内システム担当者が使用者の疑問や問題点に対応し、改善を図

ってきた。あわせて、教育系 IT 資産の更新として、日進キャンパスでは一部パソコン教室およびモバイ

ル用パソコンを更新した。名城公園キャンパスでは、パソコン教室のパソコン、モバイル用パソコンおよ

び管理用サーバの更新を行い、教育環境の維持・向上を図った。 

⑤大規模災害等を視野にした事業継続計画 
設置学校別危機管理規程ならびに危機管理マニュアルを整備した。災害時の行動マニュアルに則し

た教育機関としての事業継続の検証と修正には至らなかった。災害時の行動マニュアルに則した避難

訓練を実施し、その結果をもとに事業継続の検証を実施する予定である。 

 

（9）施設設備 
 

①施設環境整備 
愛知学院創立１５０周年事業の一つである末盛キャンパス北館の建築工事が完了し、2026 年 1 月

13 日より運用を開始した。老朽化施設が多い日進キャンパスについては、建物の耐力度調査の依頼

先企業を決定するため、複数企業等のヒアリングを行った。 

日進キャンパス 2 号館について、全フロアを対象とした改修工事を計画どおり実施し、完了した。学

生および外部利用者が快適に利用できる環境を整備した。 

また、2025 年度事業計画予算に基づき、修繕および改修工事を実施した。財務部と連携し、事業計

画予算の範囲内で各キャンパスの修繕を行い、施設を安全かつ快適に利用できる環境の維持に努め

た。 

②環境問題への取組 
日進キャンパス 2 号館および 14 号館の一部フロアにおいて、照明設備の LED 化および GHP の更

新工事を最新機器により実施した。これにより、エネルギー消費の削減を図り、環境負荷低減に向けた

取組を進めた。 

③SDGs への取組 
日進キャンパス 2 号館全館の改修（トイレ改修含む）が完了し、安全で使いやすい施設を学生や外部
利用者に提供することができた。日進キャンパス 8 号館跡地を、将来的には、学生用の広場等として利

用が出来るように工事を行った。 

 

（10）歯学部附属病院 
①安全・安心で良質な医療の提供に向けた取組 

院内の全医療従事者を対象として、職員の医療安全推進及び感染対策に対する意識向上のため、

医療安全セミナーを 2 回、院内感染対策委員会主催講演会を 2 回開催した。また、放射線診療従事

者を対象として、診療用放射線の安全利用に係る職員研修を 1 回開催した。職員研修の受講率

100％の達成に向けて、未受講者リストを臨床部長会から各部署に配付し、受講率向上に努めた。 

その他、災害時の事業継続計画（BCP）について策定し、今後PDCAサイクルにて検討、改善するこ

ととした。 

②経営改善に向けた取組 
医療材料委員会にて、69 件の新規申請を審議し、一般料金改定委員会にて 16 件の料金見直しを

実施し自費診療費の増加や、材料費の支出削減に向けて取り組んだ。 

2026 年 1 月、北館医科外来が移動した。これにより診察室の増加と検査室が隣接することにより、

患者に対する負担が少なくなり、今後の患者数増加が見込まれる。 
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北館フロアを診療内容別に校正した「北館案内」を作成し、パンフレットと病院ホームページからダウ

ンロードが出来るようにし周知した。さらに、リニューアル後の病院ホームページでは、専門分野や疾患

別導線を整理し、分かりやすい情報提供を継続的に行った。あわせて、患者ニーズに対応した公開講

演会を 2 回開催し、地域への情報発信と患者サービスの向上を図った。 

③臨床教育の充実 
各フロアの予約簿に 5 年生の臨床実習Ａにおいて臨床研修歯科医師の診療を見学・介助するケー

スを取り入れ、卒前・卒後のシームレスな臨床教育となるプログラムとしている。さらに、6 年生の臨床

実習Ｂでは、成績上位者を対象に、希望する講座・診療科にて 5 年生の臨床実習Ａで学修できなかっ

たアドバンスな診療項目について実習するプログラムを実施し歯学部教育の充実を図った。 

また、基礎系講座への登録も可能とし、学生のうちから研究に携わることができるプログラムを実施

することで、将来の研究者の育成にも取り組んだ。 

 

 

【愛知学院大学短期大学部】 
  

（1）教育活動の充実 
 

①建学の精神、3 つのポリシー 
愛知学院大学短期大学部（以下「短大」という）では、創立70 周年を機に策定した短期大学部中長期

計画「VISION FOR 80（2020 年度-2029 年度）」を基に、建学の精神及び 3 つのポリシーを学生

に深く浸透させるため様々な取組を行った。入学式、登院式、卒業式に加え各学年のオリエンテーション、

学生ガイド等も活用して教職員・学生に周知させた。特に、学校生活の中でそれぞれに触れる機会を増

やすため、短期大学部棟内の共用スペースにそれらを印刷したステッカーを貼り、何気ない時間に目に

することで、認識できるよう環境整備を行っている。なお、2026 年度からの新カリキュラムに合わせて、

3 つのポリシーの見直しを行った。 

また、従来からの取組として 1 年次には「人と宗教」を必須科目として学ぶことを通じ、医療人としての

使命感だけでなく人としての倫理観の醸成と、広く世の各界に寄与する人間の育成に努めた。 

②シラバス・開講科目・卒業要件単位 
2026 年度からの新カリキュラム策定について、カリキュラム小委員会を開催し、2023 年度入学生か

らスタートしているカリキュラムに追加して、国家試験の傾向や 4 年制大学化への流れなど社会の情勢

に応じた不足科目を導入、既成科目の内容・重複を見直した 2026 年度のカリキュラムを編成、卒業要

件単位の見直しを行い、文部科学省への承認手続きを進め、学則変更とともに 2025 年度に承認を得

た。 

③ICT を活用した教育 
原則すべての授業を対面で実施しているが、授業連絡や授業資料の配布など科目担当者による

ICT の活用を積極的に実施した。なお、やむを得ない場合は、一部 ICT を活用した遠隔授業も実施し

た。また、課題提出や質疑応答等に対しても Microsoft Teams を中心とした ICT を活用した教育

を展開した。授業の中で、パソコン室のパソコンを使用する授業を実施した。また、老朽化した学生の貸

し出し用のパソコンも更新した。 

④教学改革 
教学改革推進委員会を毎月開催し、短大の具体的な事業（入学・卒業・登院式、教育課程の内容・方

法、入学前教育、成績分布、各種アンケート結果、カリキュラム、自己点検・評価報告書等）の見直しや

計画等を行った。また、私立大学等総合支援事業タイプ 1 の評価基準が毎年改変され、本学の獲得で
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きる得点が減少しており、今後の目標設定について協議した。2024 年度から入学前教育の方法を変

更し、2025年度には再評価を実施し、継続することを教学委員会決定した。IR・キャリアサポート委員

会では就職状況分析から、就職ガイダンスの内容を検討した。 

⑤FD の推進、教育評価の推進 
教育目標、学習成果、アセスメント・プランに従って、ディプロマ・ポリシーに示した 2024 年度の学習

成果の達成状況を確認し、2025 年度の達成目標を検討した。各教員はティーチング・ポートフォリオを

作成して、教育業績を自己評価し教育に還元した。その他教学に関する課題は教学委員会において教

員間で情報共有・協議し、教学マネジメントを図った。 

⑥データ活用による教育展開 
Society5.0 で実現する社会に適応できる人材を輩出するための数理的思考やデータ分析・活用能

力を養成する教育として、2026 年度から「AI とデータサイエンス」の必須科目を新設することとした。 

⑦専攻科 
専攻科の 3 つのポリシー・教育目標等に基づき主体的に学習成果を修得できるように、教育内容と教

育方法を適宜改善し授業を展開した。また、時代のニーズに沿った専攻科の新カリキュラムを策定し、3

つのポリシーの見直しと共に、学位授与機構の再評価を受審した。専攻研究の指導者は学生 1 名に対

し、2 名の教員が担当し、学生の満足度の向上に努めた。また、多職種連携教育を機能的に実施できる

よう歯科衛生学科および専攻科のカリキュラムの変更を決定した。現在のところ卒業生は、他大学（愛知

みずほ大学、徳島大学等）に進学しており、愛知学院大学への進学希望者がいないことから、2025 年

度の健康科学部との協議は実施しなかった。 

⑧FD 活動 
大学と共催の FD 活動を行った。また、入学前教育の結果を受け教育の質を高めるための研修会およ

び全教員による検討会を実施した。 

 

（2）研究活動 
 

コンプライアンス・研究倫理教育として APRIN を用いて、定期的に全教職員および専攻科学生が研

究倫理講習を受講するシステムを導入している。すべての教員は研究計画書を作成し、日常的な研究

活動に加え、科学研究費の申請、受託研究の受け入れを行い、研究代表者として文部科学省科学研究

費補助金を 3 名、奨学寄附金を延べ 3 名、受託研究費 1 件を獲得した。また、社会課題解決や科学振

興への貢献のために、研究成果の学会発表、論文発表等を行った。さらに、今後の研究活動の発展のた

め、2026 年度から「愛知学院大学短期大学部口腔保健総合研究所」を設置することを決定した。 

 

（3）社会連携 
 

①リカレント教育 
厚生労働省補助事業として短大に設置した「歯科衛生士リカレント研修センター」で、中部地方を拠点

としている新人・現役・離職中のあらゆる歯科衛生士を対象に学び直しの場を提供した。 

事業の内容は、復職希望・現役の歯科衛生士を対象とした「復職支援・現役研修プログラム」を年 2 回

実施し、Ⅰ期には 34 名が受講し 33 名が修了、Ⅱ期には 20 名が受講し全員（20 名）が修了した。 

6月と9月には新卒者対象（卒後 1年目から5年目まで）の卒後フォローアップ研修を年2回実施し、

33 名と 32 名が受講し全員が修了した。 

さらに、多くの歯科衛生士が歯周病認定取得を目標としているため「公開ウェビナー」にて公開講演を

実施し、全国より52名の参加があった。また、口腔機能管理の基本知識を学ぶため「はじめての在宅医
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療入門」と題して「オンラインセミナー」を開催し 33 名の参加があった。その他、すべてのリカレント研修

生を対象とした講習会「スキルアップ講習会」年 2 回（9～10 月に 4 講座、2 月に 5 講座を開催）合計 9

講座を実施した。これらには延べ 202 名が参加した。 

②公開講座 
ホームページの掲載や地域住民に広報し、短期大学部学術研究会による公開講演会を開催した。 

演題：『楽しく食育良食！ 食が選べる人は人生が選べる～幸福は口福から』、講師：安武郁子氏 

③高大連携 
大学社会連携センターが主催する中学校向けキャンパス体験教育プログラムとして、歯学部・薬学部・

短大・歯科技工専門学校による 4 つの体験プログラムを愛知中学 3 年生に対して継続実施した。 

④医科歯科連携 
大学の歯学部・薬学部・健康科学部健康栄養学科、歯科技工専門学校、愛知県立総合看護専門学校、

名古屋大学、名城大学との多職種連携教育（IPE）を歯科衛生学科のすべての学年、および専攻科で実

施した。 

また、専攻科の実習については、歯学部附属病院勤務の歯科医師及び看護師と連携して口腔外科外

来の見学を実施した。 

 

（4）国際化の推進 
 

①海外研修 
グローバル教育カリキュラムとして 2026 年度より海外研修を単位化するために、2025 年 8 月に海

外（カナダ）研修視察を実施した。 

 

（5）学生支援 
 

①就職支援 
短大の卒業者数（100 名）に対し 700 件近い求人が寄せられるなど社会における歯科衛生士の需要

は非常に高い水準を維持している。そのような社会からの要請に対し、短大では IR・キャリアサポート室

が中心となり、在学中から的確な動機付け、卒業後も末永く継続できるキャリアプランの構築支援及び

就職ガイダンスの開催など、あらゆる角度からの就職支援を行った。 

キャリア支援としては、短大専攻科への進学はもとより、専攻科学生の幅広い就職支援を積極的に行

い、Teams に「就職情報」のチームを立ち上げ、学生がいつでも就職情報を閲覧できるよう整備した。

また、就業後 1 年目、2 年目の卒業生と就業先を対象とした就職アンケートを実施した。 

 

②修学支援 
短大事務室では、担当者が学生一人ひとりのサポートを行った。また、公欠者が発生した場合は、欠席

届・学習支援願を提出させることにより発症日時や病名等の状況を把握し、該当科目の担当教員が学

修支援を実施するなど、学生の不安を解消し、円滑な運用に努めた。 

一方、経済的な支援として日本学生支援機構が行う「高等教育の修学支援制度」対象機関として適切

に運用し、あらゆる面から学生の「学びの継続」のための対策を行った。 
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（6）入試制度 
 
①アドミッション・ポリシーに基づく多様な入学試験を実施することによる意欲的な学生の 

確保  

アドミッション・ポリシーに適合する学生を確保するために、指定校推薦の学校の評定平均値および募

集人数の見直しを図り、質の高い入学者の確保に努めた。学力の質が担保され、かつ入学定員を超える

入学者を確保することができた。 

②受験生の動向分析による学生募集戦略 
入試センターからの助言と、オープンキャンパス参加者・保護者へのアンケート結果を分析して、オープ

ンキャンパスの内容やホームページの更新を実施した。 

③高大接続改革に対応した入試制度の検討 
2025 年度から男子学生を受け入れる体制を整備しているが、2025 年度の入学生はいなかった。 

④併設校からの受け入れ 
2025 年度は併設校からは 1 名の入学であった。 

⑤社会人入学者の積極的な募集と、社会人向け修学制度の策定の検討 
2025 年度入試において、社会人入学者や大学在学生特別入試の志願者はなかったが、さらに募集

を継続する。 

⑥歯科医院の患者を対象とした広報活動の展開 
広告媒体及びホームページ、SNS 等のネットを通じた媒体で広く歯科衛生士リカレント研修センター

とともに短期大学部の PR を行った。また、歯科医師会との連携により広く歯科診療所からの PR を依

頼した。 

 

（7）情報公開・広報 
 

①教育研究活動等の情報の積極的な公表 
短大のホームページを通じ情報公開を行った。また、教育研究活動等について、逐次新たに情報を公

開した。愛知県警察による講習を新入生に対して実施し、マスコミにも情報提供を行った。 

②卒業生に本学の最新情報を提供することによって、卒業後もつながりの維持 
卒業生に対し、同窓会主催の「フォローアップ研修」を実施し、卒業生の学び直しの機会を設け卒業生

とのつながりを維持する働きを行った。また、リカレント研修センターの活動を在学生や卒業生に周知し、

卒業後の本学の活動を周知させる働きかけを行った。 

③短期大学としての強みを明確化しブランド力の強化 
短大の強みである愛知学院大学歯学部附属病院と連携した実習や愛知学院大学の歯学部・薬学部・

健康科学部の教員による授業開講を通じ、短期大学教育として 1 年生から 2 年生ではレベルの高い教

育を、2年生から3年生では多くの歯科衛生士・歯科医師らの指導を得て、高い臨床能力を育成し短期

大学士を取得でき、さらには中部圏唯一の専攻科に進学して学士の学位を取得できることが魅力であり、

オープンキャンパス、保護者懇談会等でこのブランド力の魅力を伝えた。また、“オール愛知学院”のメリ

ットを活かした後援会からの支援が拡充されたこともブランド力の強化となった。 

④自発的な広報の積極的展開 
ホームページを充実させ積極的に発信した。オープンキャンパスは、体験実習や在学生による学生相

談、楠元キャンパスとしての学生企画も設定して学生や教職員が協力してアピールする体制を整備して

いる。「大学案内」は毎年内容、レイアウトの見直しを実施している。 
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⑤創立 150 周年に向けた戦略的広報 
創立 150 周年事業を周知・成功させるために、教職員への協力要請と学生への周知を行った。 

 

（8）教学組織 
 

①教学マネジメント体制 
教学改革推進委員会及び IR・キャリアサポート委員会を、月に一度実施し、IR・キャリアサポート委員

会からの提案や情報提供を踏まえ、教学改革推進委員会においては教学マネジメントの体制づくりを企

画した。入学・卒業・登院式、教育課程の内容・方法、入学前教育、成績分布、各種アンケート結果、カリ

キュラム、自己点検・評価報告書等の IR・キャリアサポート委員会からの提案や情報提供をもとに、学生

の教育の質と満足度の向上に向けた取組について検討した。 

②教員構成 
2025 年度には助教 1 名を講師に、助手 1 名を助教に昇任させ、教員組織の年齢構成、職位構成の

バランスを図った。また、2027 年度からの教員組織の検討を開始した。 

③SD 活動 
短大独自の SD 活動を実施することはできなかったが、大学が企画したオンライン・対面での SD 活

動に参加した。 

④教員評価 
2024 年度の教員評価を分析し、教員の質向上のために個別相談等を実施した。また、規定に基づき

教員評価を行った。 

⑤学位取得システム 
短大の教員が博士の学位を取得できるよう、歯学部と連携し、歯学部研究生としての研究歴を 5 年以

上積み上げ博士の学位を取得できる仕組みを構築している。また、短大の教員が修士の学位を取得で

きるよう他大学に協力を要請し、本学の教員も該当教員に研究協力している。 

 

（9）施設設備の整備 
 

①教育設備 
ICT を活用した学修環境整備により、Teams の更なる活用を図った。また、学生への貸し出し用の

パソコンを更新した。加えて、2024 年度に引き続き 2025 年度に模型実習室の設備を半分更新した。

さらに、教育設備の改善のための予算請求を行っている。 

②研究施設 
短期大学部内に研究施設を整備し、2025 年度は、短大教員、専攻科学生、歯学部学生、歯学部研究

生などが利用して研究成果をあげた。2026 年度から「愛知学院大学短期大学部口腔保健総合研究所」

を設置することを決定し、短大内での体系的な研究プロジェクトを構築し短大教員が中心となって、研

究を行うこととした。 

 

 

【愛知学院大学歯科技工専門学校】 
 

（1）教育活動の充実 
①附属病院での実習（本科） 
臨床技工実習の授業アンケートでは、前向きな回答が多く見られ、一定のモチベーションアップに繋がっ

39



ている。学生募集においても本校志願者には臨床技工実習の魅力が伝わり、納得した進路選択となって

いることを実感している。今後はさらに広報活動を充実させ、志願者増加を図っていく。 

②国家試験対策の充実 
グループワークを用いた授業により知識の理解度は均一となった。さらに附属病院での臨床技工実習

により理解度やモチベーションアップを図ることができた。また、保護者とも連携を図り、家庭での学習方

法の伝達および必要に応じて授業後の補習授業を実施した。 

③専修科 
附属病院センター歯科医の症例を専修科生が担当することで歯科医師と歯科技工士との連携を学び、

患者中心の医療を実践することで臨床対応力を身に着け、歯科技工士の存在意義を理解したと考えら

れる。 

また、臨床技工報告では、本科で学んだ基礎知識、概念および理論を引用して発表することができ、将

来の歯科技工界を担う自覚や考え方を身に着けることができている。1年生においては、進級後にさらな

る成長を期待できる。 

④カリキュラムの見直し 
デジタル技術を応用した歯科技工教育は拡充しながら、多職種連携教育(IPE)、臨床技工実習に注力

していくこととした。 

⑤自己点検・自己評価 
授業アンケートをもとに学生がわかりやすい授業を検討した。さらに授業アンケートでも評価の高い臨

床技工実習の充実について協議した。また、学生募集の方法について地方入試の導入を検討し、実施に

向けて準備中である。 

 

（2）社会連携 
 

①学校見学の受け入れ 
今年度は、名古屋市立扇台中学校の上級学校見学（2026 年 1 月 15 日実施）を受け入れた。今後も

受け入れる体制を維持していく。 

②外部組織との連携 
今年度もコンテストを実施し、スタディグループが主催する学術イベントで表彰式を行った。就職後の

自信に繋がると思われる。また、楠元キャンパスで開催した一般社団法人日本歯科技工士会第 47 回学

術大会（2025 年 11 月 23 日、24 日開催）でも、本校の学生が学術大会に参加するとともにボランティ

アとして学術大会の運営にもかかわった。さらに、歯科技工に関する研究活動にも力を注いでいく。 

 

（3）学生支援 
 

①保護者説明会の充実 
保護者会を 5 月と 10 月の 2 回開催した。定期試験や国家試験までの主な予定を説明し、希望者や

成績が振るわない学生と三者面談を行い、保護者とのコミュニケーションを図ることができた。今後もア

ンケート等を実施して、より密接なコミュニケーションを図っていく予定である。 

②同窓会との協力 
歯学部同窓会愛知県支部と歯科技工専門学校同窓会で共催する合同セミナーへの学生参加、奨学金

の給付および同窓会賞の授与など同窓会と連携を図り、多方面で学生支援を実施した。 

③奨学金制度の拡充 
既存の奨学金制度をさらに充実させるため、2025 年度新入生より新入生特待生制度を新たに加え、
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奨学金を給付することで入学初年度から経済的支援を拡充した。 

 

（4）入試 
 

①ターゲットを絞った広報活動 
近年、入学者の男女比で女性の割合が増加しているため、通常の広報活動に加え、女性を意識した広

報活動を行った結果、オープンキャンパス参加者の状況からも一定の効果は感じられる。ただし、志願

者全体の増加につながっているとはいえない。地方入試と合わせて、引き続き、他府県にも広く広報活

動を行う。 

②入試制度の見直し 
現行の入試区分（6 種類）を見直し、指定校推薦・一般推薦・AO 入試・一般入試の 4 区分に改定し、

2027 年度入試において新入試制度をスタートする。 

③地方入試の実施 
2027 年度入試 第 3 回入試（11 月 14 日）において、静岡県浜松市と三重県津市の二か所で地方入

試を実施することとした。今後、大学入試センター入試広報課とも連携を図り、準備を進めていく。 

④学生募集 
SNS（インスタグラム、LINE）を活用して本校の諸活動を紹介するとともにオープンキャンパスの告知、

参加促進を行うことで参加者数を伸ばした。オープンキャンパスでは、在校生を学生スタッフ（学生アル

バイト）として採用し、参加者および保護者と在校生とがコミュニケーションを図る機会を設け、直に本校

の魅力を感じられるような環境づくりを行った。さらに、保護者を対象に本校の特徴（国家試験対策、臨

床技工実習、多職種連携教育）および入学から歯科技工士免許取得までの詳細について説明会を実施、

様々な質問に答えることで出願につながる機会としている。 

また、地方入試を計画している浜松市、津市へ出向き出張オープキャンパス（８月、３月）を実施した。さ

らに、北陸地方において地方入試を拡大する構想であるため金沢市で高校訪問を行った。 

 

（5）就職支援 
 

①就職活動サポートの充実 
本科と専修科の 1 年生で秋学期に個別面談を行い成績や進路の聞き取りを行い、今後の国家試験対

策及び就職活動へスムーズにつなげていきたい。本科2年生においては、春学期に個別面談を行ったこ

と、歯科技工所などの企業との密に連絡を取ることにより、就職希望の全学生が希望する歯科技工所へ

の就職が内定している。 

今年も 8 社の企業説明会を受け入れた。その他、4 社が来校し、求人の相談を受けた。今後も様々な

事業所や企業と交流を図り、学生の希望に合わせた就職につなげていきたい。 

 

 

【愛知高等学校】 
 

（1）教育活動の充実 
 

①宗教情操教育の充実 
宗教の授業、講堂礼拝での法話、食事訓を通して、「思いやりの心」「感謝する心」を持つことの重要性

を生徒に伝え、全学年で必須科目として週 1 回の宗教の授業を実施した。講堂礼拝では、三帰礼文と般
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若心経を唱和した。校長の法話では、釈尊の教え、道元禅師のお言葉を紹介しながら、どう生きるかに

ついて考える時間を設けた。また、二祖三仏忌法要は、講堂へ生徒を入れ、宗内教職員と宗内生が両班

をつとめ法要を行った。高校 1 年生を対象に、5 月から 7 月にかけ 7 班編成で永平寺での宿泊参禅研

修を実施し、初日は坐禅（2 回）、法話、映画、2 日目は朝課、諸堂拝観という内容で研修を実施した。月

に 1 度の月例参禅会は、宗内生が参加し実施した。夏休みに行われた宿泊研修は、青松寺・曹洞宗宗務

庁・總持寺・鶴見大学附属高校で、宗内生を対象として実施した。 

②教育内容の充実 
年間授業計画（シラバス）に基づいて、各コース・各学年で授業を展開した。昨年同様、ICTを活用しな

がら、授業の充実に努めた。「総合的な探究の時間」では、外部からの講師を招いてのキャリア講習会な

どを実施して、さらに充実したものとした。また、各学年で、授業後の時間を利用した講習計画を立て、参

加生徒を募集し業後講習を実施した。特に、選抜クラスは原則全員参加し、英数国を中心に充実した業

後講習を実施できた。進学クラスや 6 ヵ年コースに対しても希望者が参加できる講座を十分に用意し、

実施することができ、夏休みなどの長期休暇においても、各学年で多数の講座を設定し、生徒の学力向

上に努めた。5 月～3 月の期間では、国際教養コースの生徒を対象に、英語力の向上のため、授業後の

時間を利用した 1 回につき 25 分のオンライン英会話を実施し、週に 4 回参加することを義務付けた。

その他に、夏期休暇中に、全学年、学力の向上を目的に多くの講座を設定し夏期講習を実施した。また、

国際教養コースは 8 月 18 日～22 日の 3 泊 5 日でカンボジア研修実施し、中長期のカナダ研修を実

施の実施も始まった。夏休みには、学習合宿を全学年で計画し、実施した。 

 

（2）社会連携 
 

①地域開放の推進 
地域交流として、図書館開放を例年通り実施した。 

各クラス2名の美化委員が学校周辺の清掃を実施した。1学期は高校3年生、2学期は高校2年生、

3 学期は高校 1 年生が担当して清掃を行った。 

 

（3）国際化の推進 
 

①国際化へ対応した教育 
7 月 19 日～8 月 4 日の 17 日間で、アメリカ研修・オーストラリア研修を実施した。多くの参加希望

者の中から選抜し、アメリカ研修は高校 1・2年生 20 名、オーストラリア研修は中学 3 年 9 名、高校 1・

2 年生 19 名が参加した。語学学習だけでなく、現地の文化に直接触れ、日本の文化を紹介するなど充

実した研修を行った。また、姉妹校交流として、台北高級中学を愛知高校に招待しての交流会を実施し

た。愛知中学校・愛知高等学校ともに、ICT 設備の整った LL 教室や普通教室などを利用し、iPad を

使ったアクティブ・ラーニングの授業を展開した。例年通り、英語検定試験を中心とした外部試験の受験

を生徒に推奨した。また、愛知学院大学との高大連携事業の一環として、英語検定準 1 級対策講座を行

った。加えて、愛知学院大学の国際交流センター主催の「ENGLISH SPEECH CONTEST 2025」に

は 11 名が参加し、優秀な成績を収めた。 

 

（4）生徒支援 
 

①進学実績の向上 
授業後の講習や長期休暇中の講習を数多く設定し、生徒の学力向上に努めた。さらに、研究授業・公

42



開授業を通して、新しい教授法、特に iPad やプロジェクターを利用した授業方法などを教員間で共有

することができた。また、長期休暇中に予備校が開催する教員向けセミナーへ教員を参加させ、授業力

の向上に努めた。教育相談アンケートをもとに実施した「面談週間」では、担任教員がじっくりと生徒の話

を聞くことができる時間を確保した。 

②人間関係構築 
教育相談委員会を中心に、学年、スクールカウンセラー、保健室との情報共有に力を入れ、生徒の抱え

る問題の早期発見と、早期解決に努めた。 

 

（5）入試 
 

①募集活動の充実 
学校説明会では、6 月に入試結果報告を実施し、2024 年度入試の結果と分析の報告と、学校の特色

などを説明した。加えて、秋の学校説明会は、9 月・10 月・11 月の 3 回実施し、生徒が司会進行を務

め、部活動発表や施設案内などを行い、生徒が主体となった学校説明会を実施することができた。さら

に、募集活動の充実を図るためにリニューアルされたホームページも様々充実してきており、本校の魅力、

学校行事や部活動のレポート、入試の情報などをより分かりやすく伝えることができている。その他に、

渉外担当の専門職を置いて、丁寧な募集活動を行うことができた。 

 

（6）情報公開・広報 
 

①HP を通しての情報公開・広報活動 
ホームページの担当者と各部署の連絡を密に行い、学校の取組や学校行事、表彰伝達などを速やか

に公開することに努めた。また、学校全体の緊急連絡は絆ネットシステムを活用し、早急な情報発信を努

め、学校からの連絡はスタディサプリやロイロノートを利用し保護者に様々な情報発信を行った。 

 

（7）施設設備 
 

①教育環境 
ネット回線の増強は行われたが、円滑なネットワーク通信が達成されていない状況である。LED 化工

事は進んでいる。 
②安全配慮 

体育館の空調整備工事は第一体育館で来年度の導入の運びとなった。防犯カメラ、外灯の整備は現

状ではカバーしきれない区域があり今後さらなる整備を検討していく。また、PTA 寄付により雷警報機

サンダーメーターを設置した。 

 

（8）財政 
 

①必要経費の見直し 
募集要項・学校案内パンフレットは余剰が発生しないように漸次削減できてきている。入試問題に関し

ても適正な部数であった。 
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【愛知中学校】 
 

（1）教育活動の充実 
 

①宗教情操教育の充実 
道徳の振替として全校生徒を対象に必修科目とし各学年、毎週 1 回、宗教の授業を実施し、宗教の授

業、講堂礼拝での法話、食事訓等を、「思いやりの心」と「感謝する心」の涵養を目的として指導した。 

②教育内容の充実 
火曜日と金曜日の授業後に全員参加の講習を実施することで、学習の日（火曜日・金曜日）、部活動の

日（月曜日・水曜日・木曜日）と曜日によって活動を設定し、学習と部活動を両立し、心身の成長を促進

した。また、夏休み等の長期休暇中には数多くの講習を開講し、講義形式だけでなく実験の講座も行っ

た。その他に、博物館の学芸員に来校してもらい中学 1 年生でワークショップを行った。 

学習意識の向上を目指し、東海圏内にある避暑地での 3 泊 4 日の学習合宿が実施し、学校・家庭を

離れ、クラスの仲間と宿泊を伴う教育活動を行った。宿泊行事の中では、1 年生は集団行動・坐禅、2 年

生は集団行動・探究学習、3 年生は平和学習・探究学習等をそれぞれ行った。 

学校行事ごとに生徒一人一人が作文を書き、各クラス 1 名の代表作文を選出し掲載した愛知中学校

機関紙「清光（せいこう）」復刊第 12を発刊し、ICT 教育が進む中において、減少しつつある書く機会を

設けた。 

総合学習では、1 年生「環境」、2 年生「職業」、3 年生「世界の中の自分」という学年ごとのテーマを設

定し、毎週実施した。加えて、1月末には講堂にて、中学生全員参加の「総合学習全校発表会」を実施し、

3 年生は「卒業研究」としてまとめた。 

 

（2）社会連携 
 

①地域開放の推進 
地域交流として、図書館開放は、例年通り実施することができた。 

 

（3）国際化の推進 
 

①国際化へ対応した教育 
夏休みには、利用したオーストラリアでの 17 日間の海外研修プログラム実施と台湾の姉妹校を訪

問・現地での交流を行った。留学生の受け入れの機会はなかったが、保護者の海外勤務が終了し帰国

する生徒を積極的に受け入れ、生徒・教員とも視野を広げるよう努めた。 

また、ICT 環境が整備された教室を利用して、オンラインによる英会話の講習や iPad を活用したア

クティブ・ラーニングを実践した。 

 

（4）生徒支援 
 

①進学実績の向上 
面談等を通して生徒の特性や希望をしっかりと把握し、本人の夢を実現するために、学校としてバ

ックアップした。 

②人間関係構築 
保健室、カウンセラーと協力し、生徒の抱える問題の早期発見、早期解決に努めた。また、生徒及び
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教員アンケートを毎学期実施し、その結果を教員全員が共有した。 

 

（5）入試 
 

①募集活動の充実 
私学協会主催・塾主催の学校説明会に積極的に参加した。また、渉外担当の専門職を置き、募集活動

を強化した。また、校内説明会では、在校生徒も積極的に参加し魅力をより分かりやすく伝えることがで

きた。 

 

（6）情報公開・広報 
 

①HP を通しての情報公開・広報活動 
フォトレポート等、学校の情報を早急にホームページに掲載し、保護者・受験希望者に関心を持てるよ

う努めた。また、保護者への情報伝達をより確実なものにし、教育活動の理解を得るためにホームペー

ジを充実させるとともに、「学級通信」「学年だより」「生徒指導だより」「保健室だより」の各発行物に加え、

「絆メール」も積極的に活用した。 

 

（7）施設設備 
 

①教育環境・安全配慮 
PTA 寄付により雷警報機サンダーメーターを設置し、安全な環境を整備した。 

 

（8）財政 
 

①必要経費の見直し 
募集要項・学校案内パンフレットは余剰が発生しないように漸次削減できてきている。入試問題に

関しても適正な部数であった。 

 

 

【法人部門】 
 

（1）施設設備 
 

①学生の主体的な学びを支援する環境整備の推進 
末盛キャンパス臨床教育研究棟での自習スペースの利用状況は、歯学部 5 年生、6 年生がグルー

プ学習等のため有効利用している状況であり、歯学部事務室を通じて、利用している歯学部生や学

年担任の要望事項等をヒアリングした 

日進キャンパス図書館情報センター1 階に、学生や外部利用者が憩いの場として利用するフリース

ペースの改修工事が完了した。日進キャンパス図書館情報センターにおけるラーニングコモンズの利

用状況は、前年度と同様であった。図書館情報センターと情報交換等を行うことが出来なかったため、

2026 年度は、情報交換等を行うことを計画する。 

②防災体制の構築の推進 
2025年度は、楠元キャンパス、光ヶ丘キャンパスの非構造部材の調査が完了した。また、老朽化施
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設が多い日進キャンパス、光ヶ丘キャンパスについては、建築物の耐久性調査の依頼先を決定する

ため、複数企業のヒアリングを行った。 

③末盛キャンパス新北館建築 
新北館は、2025 年 12 月に竣工し、2026 年 1 月 13 日より運用を開始した。 

④光ヶ丘キャンパス再整備検討 
第 2体育館の空調工事等が完了し、その他の老朽化施設を修繕等する計画を検討し、今後の耐久

性調査の依頼先企業を選定するため、複数企業等のヒアリングを行った。 

 

（2）財務  
 

①収入強化 
「2 中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況」に記載。 

②支出削減 
人件費の抑制を意識しつつ、業務遂行のための人材確保を進め、2025年度人件費比率の削減目

標を達成した。 

予算配分の適正化に向けては、収支に合わせた適正な分配を行った。 

また、予算執行にあたっては、物品購入時における相見積書の依頼先の開拓、従来購入していた物

品の一部リース化、印刷物のネット発注など、取引方法の見直しを推進した。 

③施設設備等各種計画に基づく資金計画 
 2017 年度からの末盛学舎整備資金計画が 2025 年度に完了したため、全額取り崩しを行った。 

④その他 
「学校法人愛知学院経理規程」の改定、また、新会計基準への対応として会計システムの改修及

び引当特定資産の追加（賞与引当金、役員退職慰労金引当金）を行った。 

 

（3）150 周年記念事業 
 

①事業・広報 
創立 150 周年宣言「知の共創、地域との共生 ～ともに創り、ともに生かし合う～」の実現に向け、

「『愛学の杜』創生プロジェクト」をはじめ、卒業生・社会・地域との連携強化、学生の課外活動による

地域貢献、歯学教育・研究の充実と医療サービスの拡充、愛知中学・高等学校の教育環境向上等の

計 10 事業を 150 周年事業として策定し、実施体制を整備して事業を進めた。 

150 周年ロゴデザインおよびキービジュアルを作成し、150 周年サイト、新入生向けノベルティ、各

種印刷物等に掲載するとともに、学内関係者が活用できるようダウンロード環境を整備した。 

150 周年サイトを通じて、寄付者芳名録、記念イベントの案内、卒業生と学長との対談等の新規コ

ンテンツを随時発信し、150 周年事業の周知・広報に努めた。 

また、各キャンパスにおいてタペストリー、看板、垂れ幕等の学内装飾を実施し、学院内教職員への

周知を行った。 
②組織体制 

150周年を契機として、大学、短期大学部、専門学校、中学・高校の各同窓会と密に連絡を取り、相

互連携体制の強化を図った。 

 また、生徒・学生・保護者・卒業生・教職員・地域住民・取引企業等がインターネット上で相互に交流

可能なプラットフォーム「アグ丸 HOME」の構築を進めた。同プラットフォームを活用した各ステーク

ホルダーのエンゲージメント向上施策として、学校オリジナルグッズの割引購入制度、オンライン学習
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サービス（リスキリング、リカレント教育）の提供、卒業生企業および協賛企業等と連携した各種サー

ビスの提供を予定している。 

さらに、ステークホルダーの潜在的ニーズを把握し、本学院との継続的な関係性を強化することを

目的として、属性に応じた情報提供を可能とするデータベース（CRM：Customer Relationship 

Management：顧客関係管理）の導入準備を進めた。 

③寄付金 
寄付趣意書を作成し、2025 年 3 月より配布を開始した。以降、学内教職員、各同窓会、在学生保

護者、関係企業、各種イベント参加者等に配布し、寄付の周知に努めた。 

また、返礼品付寄付サイト「愛学 ZEN 力【AG ギフト】」を 2025 年 4 月 1 日より公開、順次返礼

品アイテムの追加、卒業生関連企業の返礼品追加を行い、個人寄付者への利便性と魅力向上を図っ

た。なお、寄付金総額は 2026 年 3 月末時点で 138,731,386 円となった。 
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Ⅲ．財務の概要 

１ 決算の概要 

（1）貸借対照表関係 

①貸借対照表の状況と経年比較 

②財務比率の経年比較 
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（2）事業活動収支計算書関係 

①事業活動収支計算書の状況と経年比較 
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②財務比率の経年比較 

 

（3）資金収支計算書関係 

①資金収支計算書の状況と経年比較 
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②活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

③財務比率の経年比較 
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２ その他 

（1）資産運用の状況 

①運用目的 

②運用目標 

 

③運用方針 

 

④資産運用に関するガバナンス体制 

 

⑤運用体制 

 

⑥本年度の運用の概況 
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（2）学校債の状況 

（3）寄付金の状況 

 

（4）補助金の状況 

（5）収益事業の状況 

 

 

3 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

（1）経営状況の分析 
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（2）経営上の成果と課題 

 

（3）今後の方針・対応方策 
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Ⅳ．学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の 
整備及び運用状況の概要 

  

1 関係する決議の概要 
 

理事の職務執行が法令、寄附行為に適合すること及び業務の適正を確保するための体制の整備に関し、

「学校法人愛知学院内部統制システム整備の基本方針」を学校法人愛知学院理事会において決定した。 

 

2 体制整備及び運用状況の概要 
 

（1）理事の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する体制 
 理事会等の重要会議の議事録その他理事の職務執行に係る情報については、「寄附行為」、「寄附行

為施行細則」、「役員及び評議員の選任・解任規程」及び「文書取扱規程」に基づき、適切に作成、保存

及び管理を行っている。 

寄附行為の改定に伴い従来の管理体制を見直し、適正な文書管理を行うため、2025 年 4 月 1 日

付で「文書取扱規程」の改定を実施した。 

 

（2）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
2025 年 4 月に法人内に「法務・コンプライアンス室」を新設し、リスクマネジメントの方針の策定、リ

スク管理体制の構築、及び危機管理体制の見直しを行った。これに伴い、従来の「学校法人愛知学院

危機管理規程」を改定し、「学校法人愛知学院リスクマネジメント・危機管理規程」として同年 4 月 1 日

付で制定した。 

さらに、同規程に基づき「学校法人愛知学院危機管理基本計画」を策定し、想定される危機のレベル

に応じた対応が可能な体制を整備した。 

 

（3）理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 私立学校法の改正に伴い管理運営体制の法令への適合性を確保するため、2025 年 4 月 1 日付で

「寄附行為」及び「寄附行為施行細則」の改定を実施した。これら及び「役員及び評議員の選任・解任規

程」に基づき、理事会及び評議員会の役割、権限並びに体制を明確にし、適切な理事会及び評議員会

の運営に努めている。 

 理事会は、定期開催のほか必要に応じて臨時に開催し、法令・寄附行為に従い、所定の事項につい

ては評議員会の意見を聴取したうえで、業務執行上の重要事項を審議・決定するとともに、理事の職

務執行を監督している。 

 さらに、機動的かつ慎重な経営判断を行うための審議・決定機関として「業務執行理事会」を設置し、

定期に開催している。業務執行理事会は、理事会の専決事項を除く業務執行上の重要事項を審議・決

定するほか、理事会付議事項について協議している。 

 

（4）職員の職務の執行が法令及び寄付行為に適合することを確保するための体制 
2025 年 4 月に法人内に「法務・コンプライアンス室」を新設し、公益通報窓口の設置を明示するとと

もに、コンプライアンスの推進に関する管理体制を整備するため同年 4 月 1 日付で「学校法人愛知学

院コンプライアンス規程」及び「学校法人愛知学院コンプライアンス委員会規程」を制定した。コンプライ

アンス委員会においては、コンプライアンス推進のための啓発及び研修の企画および実施、コンプライ

アンス推進方針に反する事例に対応した再発防止策の策定、コンプライアンス推進に関する取組の公
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表等を行うことを定めている。 

また、寄附行為の改定に伴い効率的な事務執行体制を構築するため、同年 4 月 1 日付で組織体制

を定める「学校法人愛知学院事務組織規程」及び、業務範囲を定める「学校法人愛知学院事務分掌規

程 」 の改定を実施した。 

 

（5）監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 
監事の監査業務の実効性を確保する体制を整備するため、2025 年 4 月 1 日付で「学校法人愛知

学院監事監査規程」の改定を実施した。同規程に基づき、常勤監事は業務執行理事会に出席し、意思

決定の過程及び業務の執行状況の把握に努めている。 

また、監事は内部監査室及び会計監査人と連携を保ち、必要な情報を共有するとともに、監査上の

重要課題等については、業務執行理事等と意見交換を行うなど、監査の実効性向上を図っている。 
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附属明細書 

 

 

 

※該当事項なし 
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